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本事業の背景・目的

背景・目的

• 2020年10月には、菅首相が2050年カーボンニュートラルを宣言した。同年12月には、

「インフラシステム海外展開戦略2025」と「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成

長戦略」が取りまとめられ、具体的な取組が進められている。また、国際的な脱炭素

化に向けた議論は、コロナ禍でも衰えることはなく、むしろ脱炭素化の流れをコロナ禍

からの回復、経済成長への機会と捉えた議論が幅広くなされている。

• このような国内外の脱炭素化の流れの中、国際的なエネルギー供給・消費構造や技

術動向の調査を行うとともに、実効的な脱炭素化の実現に向け、我が国企業が注

力すべき重点的な分野や地域の明確化を行い、そのために必要な戦略や施策につ

いて有識者を交えて議論を行い、検討を実施。

具体的には、需要と供給の垣根が下がってくる中で、需要側と供給側、すなわち省エネルギーと再⽣

可能エネルギーを⼀体として考えるのがその⽅向性ととらえ、以下の３分野を重点的に調査・検討。

②マイクログリッド

①需要側の

エネルギー

マネジメント

③熱利用・供給
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本事業では、日本が提示しうる省エネ・新エネ技術とその展開対象地域の明確化、

および日本としての海外展開支援施策の方向性の提示を目的として、検討を行った

検討の背景と目的

本事業における目的

背景・目的

• 我が国として脱炭素社会の実現に向けて、世界にどう貢献していくかという大きな課題に正面から取り組む必要がある。2020年

7月には、石炭火力輸出支援の⽅針を含め、インフラ海外展開に関する新戦略骨子が取りまとめられ、風力、太陽光、地熱等

の再⽣可能エネルギーや水素、CCUS／カーボンリサイクルなどのCO2排出削減に資するあらゆる選択肢の提案や脱炭素化に向

けた政策の策定支援を行う、「脱炭素移行政策誘導型インフラ輸出支援」の推進が基本⽅針として定められたところ。また欧米

などの先進国市場へのキャッチアップや情報交換等を戦略的に進めていく必要がある。

• このような世界的な潮流を踏まえ、これまでの知見をベースに、国際的なエネルギー供給・消費構造や技術動向の調査を行うとと

もに、実効的な脱炭素化の実現に向け、我が国企業が注力すべき重点的な分野や地域の明確化を行い、そのために必要な

戦略や施策について有識者を交えて議論を行い、検討を行う。

1. 世界各国のエネルギー事業環境の変化を踏まえて、日本が提示しうる

省エネルギー・新エネルギー技術と、その展開対象地域（国）を明確化

2. 1で挙げた省エネルギー・新エネルギー技術について、有識者の意見も踏まえて、

日本としての海外展開支援施策の方向性を明確化

2020年の

動き

• 2020年10月には、菅首相が2050年カーボンニュートラルを宣言した。同年12月には、「インフラシステム海外展開戦略2025」と

「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」が取りまとめられ、具体的な取組が進められている。また、国際的な脱炭

素化に向けた議論は、コロナ禍でも衰えることはなく、むしろ脱炭素化の流れをコロナ禍からの回復、経済成長への機会と捉えた

議論が幅広くなされている。
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欧米のユーティリティ企業・メーカは、エネルギー関連サービスから派生して、

機器販売、都市インフラ系サービス、生産性・快適性ソリューションなどを展開

省エネ・新エネを巡る世界のビジネス市場環境・ビジネス潮流の変化│ 海外プレーヤーの動向

# 企業例 国 企業種別 ソリューション拡張の⽅向性 主な派⽣ソリューション

1 Enel 伊 ユーティリティ企業 電力小売
エネルギー関連

サービス

• 大口需要家向けのエネルギーコンサ

ル、省エネ、分散電源、DRサービス

（Enel X）

• EV充電インフラ整備

2 Engie 仏 ユーティリティ企業 電力小売

都市インフラ系

サービス、ファシ

リティマネジメ

ント

• 大口需要家向けエネルギーコンサル

• 地⽅自治体向け都市インフラ系サー

ビス（交通インフラ、セキュリティな

ど）

• ファシリティマネジメント

3 Sonnen 独
需要家側設備

メーカー

需要家側設備

（蓄電池）

電力小売

エネルギー関連

サービス

• PV余剰電力融通サービスおよび電

力供給

4 Siemens 独
計装・機器設備

メーカ

BMSによる

省エネ

生産性・快適

性ソリューショ

ン

• ⽣産性・快適性ソリューション









23Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

Enel Xはエネルギー分野を含むアドバイザリーサービスを手掛けている

省エネ・新エネを巡る世界のビジネス市場環境・ビジネス潮流の変化│ 海外プレーヤーの動向

◼診断や「Energy advisory（使用状況の把握・省エネ等の助言）」「EMS認証取得支援」「Energy efficiency 

certificates取得支援」などのサービスを手掛けている。

出所）ENEL X
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Engieは、エネルギー市場の潮目が変わったと認識し、需要家目線の事業に大きく舵を切った

省エネ・新エネを巡る世界のビジネス市場環境・ビジネス潮流の変化│ 海外プレーヤーの動向

◼ Engieは、2019年2月末にエネルギー転換の第２の波に対応するための新たな戦略を発表。

エネルギー転換の第１の波

メイン

プレイヤ

環境

変化

中央政府
グローバル大手（大手事業会社）

地方自治体

Decentralization（分散電源）

Decarbonization（ゼロエミッション）

Digitization （統合プラットフォーム)

制度改革（法的分離／自由化）

環境規制（FIT／税制）

新たなエネルギー転換に関する環境認識

出所）ENGIE Capital Markets Day 2019 - Ambition to lead the zero carbon transitionよりNRI作成

エネルギー転換の第２の波
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Engieは、再エネと分散電源も活用し、グローバルトップ企業と地方自治体に

フォーカスした新戦略を推進

省エネ・新エネを巡る世界のビジネス市場環境・ビジネス潮流の変化│ 海外プレーヤーの動向

◼統合されたゼロカーボンソリューションという成長市場においてリーディング企業となることを目指す。

戦略エリア
⚫ ⼀定の基準に基づき20カ国・30都市に集中投資

（今後３年間で20カ国から撤退予定）

再エネ投資

⚫ コーポレートPPAを締結するリーディング企業(世界トップ500社）を対象に

新規再エネプロジェクトの50％を投資

⚫ 2021年まで９GW試運転完了（洋上風力、グリーンガスを含む）

クライアント

ソリューション

⚫ オンサイトのコージェネレーション、冷暖房ネットワーク、公共照明、屋上ソーラーおよび

EV充電ステーションなど幅広いサービスにより成長を加速化

⚫ 顧客のエネルギー転換に向け、戦略、設計、エンジニアリング、エネルギー効率の高

い資産構築、デジタルプラットフォーム、運用管理、資金調達シンジケーション、およ

び成果保証などを高度に統合し、“as a service”として提供

主要施策の概要（Ambition to lead the zero carbon transition）

出所）ENGIE Capital Markets Day 2019 - Ambition to lead the zero carbon transitionよりNRI作成
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Engieは、Engie Impactを立ち上げ、顧客のSustainable戦略構築などを支援している

省エネ・新エネを巡る世界のビジネス市場環境・ビジネス潮流の変化│ 海外プレーヤーの動向

◼また、戦略構築だけでなく、実行支援（Execution/Tracking & Reporting）に関するサービスも提供している。

◼NYCに本拠地を置き、世界18のオフィスでサービスを運営している。Fortune500企業の1/4にサービスを提供、その他

も含めるとクライアントは1,000社を超える。

Strategy & Planning

Through assessment and analysis, tailored 

programs support setting achievable 

targets, enabled through long-term 

sustainability roadmaps.

Execution

Comprehensive resource management 

programs, design & engineering plans, and 

large scale project management helps 

organizations achieve their goals.

Tracking & Reporting

Momentum is achieved through proactive 

insights derived from client data and 

transparency through disclosure, 

compliance and certification programs.

サービスメニュー

出所）ENGIE Impact



27Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

顧客企業内の情報を収集・分析・表示する「プラットフォーム」を提供している

省エネ・新エネを巡る世界のビジネス市場環境・ビジネス潮流の変化│ 海外プレーヤーの動向

◼ 「Energy & Sustainability Management Platform」を提供している。

◼対象はエネルギーだけでなく、廃棄物など多岐にわたる。

◼ Engie自身が、顧客の情報を収集する目的もあると考えられる。

モニタリング項目 システムイメージ

出所）ENGIE Impact
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ドイツの家庭用蓄電池プレーヤーであるSonnen社は、

家庭用PVの電力を融通するsonnenCommunityを形成している

省エネ・新エネを巡る世界のビジネス市場環境・ビジネス潮流の変化│ 海外プレーヤーの動向

◼ Sonnen社は、家庭用蓄電池を活用して、家庭同士でPVの余剰電力を融通し合うスキームを2016年4月に立ち上げた。

◼ 2016年9月には、家庭用の蓄電池を統合制御し、アンシラリー向けのリソースとして活用すると共に、家庭向けには定額料金の電力

を供給する新たなサービスを発表している。

sonnenCommunityの概要 sonnenCommunityの参加費用と得られるサービス

出所）sonnen公表資料よりNRI作成

✓ sonnenBatterieおよび太陽電池を保有する需要家で構成されるコミュニ

ティ。

✓ コミュニティに属する需要家間で仮想的に電力を融通することで、需要家

は系統から購入するよりも安く電力を調達することができる。

✓ ドイツ国内であればどこでもsonnenCommunityに参加可能。

会員料金
月19.99ユーロ

（これ以外に電力会社との契約必要無し）

サービス

• 低価格な電力の購入

• sonnenBatterie（蓄電池）の購入割引

• sonnenBatterieの10年保証

• 天気予報サービス

• 天気に合わせたエネルギー使用の最適化と機器のイ

ンテリジェントな制御サービス

• リモートメンテナンス・モニタリングサービス

• ソフトウェアの定期更新







33Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

北米では、Covid-19により、電力需要が低下し、数年間は厳しい事業となる。

一方で、再エネへの投資が景気刺激策とセットとなり加速する可能性がある

先進国およびASEAN等におけるコロナ対策政策の内容および省エネ・新エネ技術の位置づけ

Before Covid-19 Immediate Impact New NormalTrend

⤵ ネガティブ → ニュートラル ⤴ ポジティブ

需要家の消費パターンと長期予測に

伴う電源計画に伴い、各種電源の

運用。グローバルエコノミーの中でのエ

⼀次エネルギーの調達チェーン。

原則はコスト競争力の高いものから

順次ディスパッチしていくメリットオー

ダーに伴い電源を稼働。

→

経済成長や電化の進展により、電

力需要家増加傾向にあった。
⤴

需要低下による火力稼働率の低下、

感染リスクによる火力発電所やLNG

基地等のシャットダウンリスク顕在化

により、再エネのような運転人員が限

定的な電源が好まれ、売電量として

は増えた。

⤴

工場や店舗のシャットダウンなどによ

り、産業用需要家や業務用需要家

の需要が蒸発した。

⼀⽅でWFHにより、家庭の電力需

要が増加したもの、全体からすると

電力需要は大きく減退した。

⤵

不安定化国政情勢（米中デカップ

リング）を勘案し、今後もエネルギー

セキュリティの観点よる電源ソースの

多様化が進む中で、自動化可能、

かつ燃料調達の必要のない、再エネ

へのニーズも高まる可能性がある。

⤴

電力需要は原則GDPと相関性が高

いため、2-3年は以前の需要には戻

らないものの、GDPの回復や電化の

進展により長期的には需要は回復

すると想定

⤵

か

ら

→

エネルギーセキュリティを加

味した投資の継続

サステナビリティなどの観点から再エネ

への関心は高まっていた

但し、不安定な電源であることが過

大視もされており、ベース電源化する

でには時間を要する

⤴

直接的に関係はないものの、コロナの

ようなパンデミックに起因し、「環境保

護」や「世界平和」などのソーシャルに

対する関心の高まりがあり、その⼀

環で再エネなどの気候変動対策の

取り組みに対する関心が高まり⼀部

案件が加速する可能性も

⤴

今後も長期的なエネルギーの需給バ

ランスを加味した長期的な電源（エ

ネルギーセキュリティの観点より多岐

の燃料）への投資が進むと考えられ

る。コロナ前との大きな変化はない

⼀⽅で景気刺激策としてのグリーンリ

カバリープランなどにより投資が加速

する可能性がある。

⤴グリーン投資の促進

電力需要全体への影響
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【参考】 Covid-19による米国内の電力需要に対する影響は、地域によって差異があり、特に

製造業が多い地域では、大型産業需要家の稼働停止により電力需要が大きく低減している

先進国およびASEAN等におけるコロナ対策政策の内容および省エネ・新エネ技術の位置づけ

MISOにおける平日の電力需要の変化（コロナの影響） Floridaにおける平日の電力需要の変化（コロナの影響）

出所）US Energy Information Agency (EIA)

◼ 但し、この影響はあくまで経済活動停止中の短期的な見通しと考えられており、電力会社やEIA/DOEなどの報道の中で、発電所へ

の投資を抑制するような動きは見受けられない。
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【参考】 米国では、バイデン大統領が就任に際し、”Clean Energy Revolution”計画に対す

る1.7兆USDの投資を表明しており、再エネ・省エネ関連政策が一挙に加速していく見通し

先進国およびASEAN等におけるコロナ対策政策の内容および省エネ・新エネ技術の位置づけ

出所）Joe Bidenウェブサイト等をもとに作成

バイデン政権における“climate and energy plan”の主なポイント

1

2

3

4

5

想定される影響

パリ協定への復帰と、2050年までの温室効果ガス排出ネット

ゼロの実現

2035年までの電力部門のゼロカーボン化

2035年までの建物カーボンフットプリント50％削減

化石燃料産業従事者の雇用確保とクリーンエネルギー分野に

おける雇用機会の創出

トランプ政権で緩和した環境規制の厳格化

クリーンエネルギー分野に対する、今後10年間に

わたる総額1,7兆USDドルの投資

風力・太陽光産業やエネルギー貯蔵技術の発

展が加速

オンサイトの再エネ発電とスマートグリッド普及拡

大のための投資

インフラ、自動車、交通、電力の各セクターにお

ける数百万の新規雇用創出

温室効果ガス排出量削減やCCS等の技術革

新のための積極的な行動の必要性増大
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欧州では、コロナ禍後の復興プロセスにおいてグリーンリカバリーが大きな柱になっており、

再エネの拡大が更に進む可能性がある

先進国およびASEAN等におけるコロナ対策政策の内容および省エネ・新エネ技術の位置づけ

◼ グリーンリカバリーとは、コロナ禍後の経済復興にあたり、これを機会に脱炭素に向けた気候変動対策を更に推し進めるとともに、災害

や感染症に対してレジリエントな社会・経済モデルを確立する、という考え⽅である。

EUの復興基金案におけるグリーンリカバリー関連項目

• 再⽣可能エネルギーとそのバリューチェーンへの投資を加速させる。重点投資分野は、再生可能エネルギー・エネルギー貯蔵技術・

クリーン水素・バッテリー・炭素貯留・持続可能なエネルギーインフラとする。

• 次期研究開発資金助成プログラム「ホライズン・ヨーロッパ（Horizon Europe）」の増額などにより、健康分野とともにクリーンや

サーキュラーエコノミー分野の研究開発を加速させる。

上記以外では、EUタクソノミー、サーキュラーエコノミー、重要原材料に関する新行動計画、雇用、公正な以降基金、⽣物多様性の保護・再⽣、農業戦略に

ついての記載あり。

• 持続可能な車と船舶や、代替燃料の製造と配備へ投資し、雇用を創出する。

• 公共充電ステーションを100万か所設置する。

• 自治体や企業が保有する公社用車の脱炭素化や持続可能な運輸インフラへ投資する。

• 復興に際して、運輸部門に対する公共投資は、従来以上にクリーンで持続可能な移動手段に投資するという産業界からのコ

ミットメントが必要。

再生可能エネルギー

クリーンな移動手段

出所）EU, Circular Economy HubをもとにNRI作成

• 「Renovation Wave」と呼ばれるリノベーションに関する投資イニシアチブを形成、現在の建築物のリノベーション率1%を今後10

年間で倍増させ、より高いエネルギー効率と資源効率の実現を目標として掲げる。

• 公共施設等への投資を優先して実施し、2030年までに3,500万におよぶ建築物のリノベーションと建設業界における最大16万

人分の新規”green jobs”創出を想定している。

建物のリノベーション
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ASEANにおいては、各国、雇用維持等の支援策が出されているものの、エネルギーに関する

施策は現状は限定的。シンガポール・マレーシアにおいてエネルギー部門活性化策がみられる

先進国およびASEAN等におけるコロナ対策政策の内容および省エネ・新エネ技術の位置づけ

Country Budget 経済活性化策 エネルギー部門に関する支援策

タイ USD 65.5 Bn

• SMEへの貸出の緩和、税の軽減、国民への現

金支給など。

• 国内観光の推進。

無

• 現状無。

• エネ庁がエナジーセクターの活性化支援策を現在議論

中。

マレーシア USD 72.2 Bn

• 企業や家計のための金利引き下げ、税制優遇

措置、金銭的支援など。

• 観光支援。

有

• TNBは経済活性化策を兼ねて、過去最大の太陽光

発電の入札(1GW)を5月に実施。また、小規模入札

も可能とした。

シンガ

ポール
USD 66.3 Bn

• 雇用の創出とスキルアップに注力

• 家計支援、就労支援、企業支援
有

• Enterprise Singaporeは、“Energy Open 

Innovation Challenge ”を開き、エネルギー部門の中

小企業を支援するための助成金で最大SG$1 

millionを提供。エネルギー企業4社と提携し、エネル

ギー企業を効率化できるスタートアップへの投資を推進

インド

ネシア
USD 56.3 Bn

• 医療制度の強化に注力、消費支出の押し上げ、

廃業抑制のための企業へのインセンティブ

• 減税、国有企業への資本注入、銀行への流動

性支援

無

• インドネシア政府によるものは現状無

• アジア開発銀行はインドネシアにおける地熱発電開発

支援額を通常（USD$1-2 Bn）の2倍とし支援。

ベトナム USD 14.1 Bn

• 減税、納税の遅延、地代の減額

• 貧困家庭・企業への支援

• 従業員数10人未満の中小企業向けのクレジッ

ト・パッケージ

無
(検討

中)

• 首相はベトナムで再⽣可能エネルギーを含むエネルギー

プロジェクトを加速させるDirective 11を発表し、それ

に基づいて経済産業省が検討中。

出所）ASEANウェブサイト、報道資料をもとにNRI作成
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省エネサービスには、効果保証を行うESPCと効果保証を行わないNPC（Non-ESPC）がある

需要側エネマネ │ 市場概観 ｜ サービス概要 ①省エネ関連サービス

省エネ関連サービス・エネルギー調達コンサルの定義

Energy Service Performance 

Contract (ESPC, ESCO)

NPC

（Non Performance Contract)

エネルギー調達コンサル

省エネ関連サービス

• 空調や照明などのエネルギー消費

機器の更新や、機器の運用代行

を行うことで需要家のエネルギーコス

トを削減する。

• 主にエネルギー会社、独立系などに

より実施される。

• ボイラーなどのエネルギー消費機器

の更新など、パフォーマンスと関係の

ない形で需要家のエネルギーコスト

を削減する。

• 施工会社やゼネコン、機器メーカな

どにより実施される。

• 需要家のエネルギー消費の条件に

合致する最適な小売事業者とマッ

チングさせるなどして、エネルギー調

達単価を削減する。

• 省エネ関連サービスに比べて大きな

動きにはなっていないが、独立系な

どにより実施される。

エネルギーコストの

削減量

エネルギー消費量の

削減量

エネルギー単価の

削減量＝ ×
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Guaranteed-savings Contract（GSC）とShared-savings Contract（SSC）とで、

需要家のキャッシュフローが異なる

需要側エネマネ │ 市場概観 ｜ サービス概要 ①省エネ関連サービス

スキーム

Guaranteed-

savings 

contract

Shared-savings

Contract

需要家のキャッシュ・フロー

• 需要家が資金を調達し、初期費

用を負担する。

• 需要家はサービス料のみを支払う。

• ESCO事業者が資金調達し、需要

家に対し設備をリースする。

• 需要家は初期投資が不要となるか

わりに、サービス料に加えリース料を

支払う。

概要

出所）アズビルホームページ
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清掃業務などを行うFMがエネルギーサービスへ拡大しているのに加えて、

BMSメーカも、ビル設備のエネルギーサービス分野に展開してきている

需要側エネマネ │ 市場概観 ｜ サービス概要 ①省エネ関連サービス

◼ FM分野には、BMSメーカやEPCプレイヤーなども垂直統合の過程で展開を進めている。

各社のエネルギーサービス分野への進出

機器

BMSメーカ
建設会社

施工会社

伝統的FM企業

（警備、清掃、食堂など）

エネルギーサービス分野

• JCI

• Honeywell

• Goldbeck

• Hochtief

• GSH

• Wisag （ABBのビルシステム

事業を買収）

• Sodexo （エネルギーコンサル

を手掛けるGA-tecを買収）

M&Aにより技術系企業を買収
M&A、事業の川下展開により

参入

自社メンテナンス事業強化に

より参入

EPC O&M
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省エネ関連サービス事業者は、本業によって事業の位置付けおよびターゲットセグメントが

異なると想定される

需要側エネマネ │ 市場概観 ｜ サービス概要 ①省エネ関連サービス

省エネ関連サービス事業者の分類と狙い

大手ユーティリティ系

大手メーカ系

省エネ関連サービスの位置付け

国内プレイヤー

（例）

エンジ・ゼネコン系

エネルギーコンサル系

ビル管理（FM・BM等）

系

自社製品を販売するきっかけ

（長期のエネルギー供給を実施する

ための顧客囲い込みの手段）

自社製品を販売するきっかけ

（大型案件を受注するための付加

価値提供のための手段）

• Kenes

• 日本ファシリティ・ソ

リューション

• 日立

• 東芝

自社製品を販売するきっかけ

（大型案件を受注するための付加

価値提供のための手段）

• 清水建設

• 竹中工務店

既存顧客に対するクロスセル商材と

しての省エネ関連サービス
• アイ・グリッド・ソ

リューションズ

既存顧客に対するクロスセル商材と

しての省エネ関連サービス
• アズビル

海外プレイヤー

（例）

• Cofely

（Engie系、仏）

• Dalkia（EDF, 

Veolia系、仏）

• Honeywell（米）

• Siemens（独）

• JCI（愛）

• Schneider（仏）

• Skanska（スウェー

デン）

• Hochtief（独）

• Ameresco（米）

• Carillion（英）

• Mitie（英）

• GSH（米）

• 全⽅位ながら、特にエネルギー消費

量が多い顧客

• 全⽅位ながら、自社EMSや省エネ

機器が販売出来る顧客で、大規

模需要家が中心

• 大規模需要家が中心

• 大規模需要家が中心だが、⼀部

大手Utilityが手を出さない中規模

需要家や、複数の建物を保有する

需要家を攻める可能性も

• 自社の既存顧客が中心

ターゲットセグメント
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顧客の投資回収期間に対する要求が比較的緩いことが、

MUSHを中心とする公共部門でESCO事業が大きい背景となっている

需要側エネマネ │ 市場概観 ｜ サービス概要 ①省エネ関連サービス

3.2

10.5Public

Private

米国のESCO事業における投資回収年数の中央値

（年）

出所）Lawrence Berkeley National Laboratory, National Association of Energy Service Companies
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米国の省エネ事業者Amerescoは、主にMUSHセグメントに対してESPCサービスを提供。

コジェネなどを導入し、需要家のエネルギーコスト削減を実現している

需要側エネマネ │ 市場概観 ｜ サービス概要 ①省エネ関連サービス

企業概要

設立年 2000年

従業員数 N/A

売上高 USD 1,032m (2020年12月期)

上場 NYSE

拠点
本社：Framingham, MA, USA

展開：USA, Canada, UK, Brazil, Spain

顧客

セグメント
業務・産業需要家、MUSH

主な提供

ソリューション

• コジェネ

• DR

• 省エネ (ESPC)

• エネルギー調達

• 省エネ保証のためのプロジェクトファイナンス

• 再エネ

事業概要

✓ 顧客（需要家）とESPC（Energy Saving Performance Contract）を

締結し、効果保証型の省エネサービスを展開

✓ 主な顧客はMUSH（自治体、大学、学校、病院）に代表される公共セク

ター

• Arizona State University（ASU）に対

して、CHP、太陽光、太陽熱システムを導

入

• ASUとは、ESPCを締結し、年鑑8百万ド

ルの電気料金削減を実現

• 2025年までにカーボンフットプリントをネッ

トゼロとすることを目指す

• Clarkstown Central School Districtに

対して、エネルギーマネジメントシステムを

導入するとともに、建物素材への断熱材

の導入などの修繕を実施し、年鑑46万ド

ルの電気料金削減を実現

Amerescoによるサービス事例

出所）Ameresco



64Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

シンガポールでは、国家環境局（NEA）のエネルギー効率基準と建設業管理庁(BCA)の

グリーンマーク認定が業界の成長を後押ししている

◼ NEAが定めるエネルギー効率要件が産業施設の冷却システムにまで拡張されたことと、2030年までに国内全ての建築物の80%で

グリーンマークの最低基準に達成することを目標にしていることが、業界の成長を後押ししている。

◼ ⼀⽅で、オンサイトでの点検等、業務の⼀部は未だ手作業で行われることもあり、ESPCサービスの提供人材の不足や、COVID-19

以降の企業予算の引き締めにより、市場の成長に制約もある。

Drivers and Restraints

市場拡大のドライバー

• 2020年12月より、産業施設における水冷チラー

はMinimum Energy Efficiency Standards 

（MEES）と呼ばれる省エネ性能基準を満たす

ことが必要となる。（遵守期限は施設によって異

なる。）

市場拡大に際する制約

• コロナ禍に伴って、ビルオーナー等が省エネへの投

資を渋る可能性がある。

• 政府からの各種補助金は存在するものの、ESPC

に対する投資への十分なインセンティブとなってい

ない可能性もある。

• 2030年までに、既築も含めた80%の建物が

Green Markを取得していることが求められる。

• 2020年現在、の遵守状況は約40%で、残りの

40%が、今後10年間の市場となる。

• Green Mark取得に向け、政府は各種インセン

ティブを提供している。

• ESPCの契約のためには、実際のサイトに専門人

材が出向いて各種評価を行う必要があるため、

人手がかかる。

• ESPCの拡充のためには、こうした専門人材を増や

していくことが必要。

Minimum 

Energy 

Efficiency 

Standards

Green Mark 

認定目標

専門人材

不足

コロナ禍に

伴う

投資縮小

需要側エネマネ │ 市場概観 ｜ サービス概要 ①省エネ関連サービス

出所）専門家インタビュー
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契約料金がBTM蓄電池の事業性に影響を与えるため、

米国内においてもBTM蓄電池サービスの普及状況には大きな差が見られる

需要側エネマネ │ 市場概観 ｜ サービス概要 ②BTM蓄電池関連サービス

米国

エリア
事業の成立要件 概要（現状）

CAISO

• Demand Charge＝40.44USD/kW

• AB2514によるIOUに対する蓄電池導

入義務あり

• SGIPによるBTM蓄電池導入補助あり

普及

• 米国内でもDemand Chargeが最も高い州のひとつであり、蓄電池によってピークカット

するモチベーションが高い。

• 加えて、ダックカーブ問題対策として、AB2514によるIOUへの蓄電池導入義務付け、

蓄電池への補助制度SGIP*が普及のドライバーとなっている。

PJM
• Demand Charge＝28.09USD/kW

（NJ）
未普及

• NJ州では、Demand Chargeが高いものの、CA州のような補助制度が無く、本格的な

普及には至っていない。

NYISO

• Demand Charge＝54.20USD/kW

（NY）

• 蓄電池に対する各種補助金あり

• Con Edison社による配電向けDRプロ

グラム

普及

• 米国内でもDemand Chargeが最も高い州のひとつであり、蓄電池によってピークカット

するモチベーションが高い。

• 加えて、蓄電池に対する補助制度があり、特にCon Edison社による配電向けDRプロ

グラムがインセンティブとなっている。

BTM蓄電池サービスの普及状況

SGIP: Self Generation Incentive Program
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Stemが事業展開する米国カリフォルニア州は、全米の中でも基本料金（demand 

charge）の高い州であり、ピークカットが主たる蓄電池のベネフィットとなっている

需要側エネマネ │ 市場概観 ｜ サービス概要 ②BTM蓄電池関連サービス

各州における業務用需要家電気料金（例）*

※ 各州の代表的な電力会社の代表的な業務用需要家向け電気料金メニューの値。

Sector Price Components Unit AL AK AZ AR CA CO CT DC DE FL GA HI ID

Commercial Max kW price (demand charge) $/kW/month 11.00 0.00 18.86 4.43 40.44 16.05 15.72 7.33 0.00 10.81 0.00 11.69 7.38

kWh price Daytime (1-3PM) $/kWh 0.07 0.19 0.05 0.08 0.08 0.03 0.10 0.09 0.07 0.06 0.10 0.17 0.05

Nighttime (12-2AM) $/kWh 0.05 0.19 0.05 0.08 0.06 0.03 0.08 0.08 0.07 0.04 0.07 0.17 0.05

Sector Price Components Unit IL IN IA KS KY LA ME MD MA MI MN MS MO

Commercial Max kW price (demand charge) $/kW/month 7.10 11.29 25.62 19.35 6.74 2.85 14.38 2.81 15.24 0.00 16.56 7.50 5.40

kWh price Daytime (1-3PM) $/kWh 0.08 0.07 0.05 0.04 0.03 0.07 0.08 0.07 0.14 0.09 0.09 0.07 0.09

Nighttime (12-2AM) $/kWh 0.08 0.07 0.04 0.04 0.03 0.07 0.08 0.05 0.14 0.09 0.05 0.07 0.08

Sector Price Components Unit MT NE NV NH NJ NM NY NC ND OH OK OR PA

Commercial Max kW price (demand charge) $/kW/month 10.01 10.17 12.47 14.32 28.09 7.98 54.20 18.45 12.82 13.88 0.00 5.47 10.42

kWh price Daytime (1-3PM) $/kWh 0.08 0.05 0.10 0.13 0.08 0.10 0.03 0.05 0.08 0.04 0.11 0.07 0.07

Nighttime (12-2AM) $/kWh 0.08 0.05 0.05 0.13 0.08 0.06 0.03 0.04 0.08 0.04 0.07 0.05 0.07

Sector Price Components Unit RI SC SD TN TX UT VT VA WA WV WI WY

Commercial Max kW price (demand charge) $/kW/month 9.47 24.50 0.00 17.20 9.97 21.16 12.92 15.08 9.42 17.46 15.65 14.75

kWh price Daytime (1-3PM) $/kWh 0.11 0.07 0.07 0.11 0.07 0.05 0.09 0.03 0.09 0.03 0.08 0.05

Nighttime (12-2AM) $/kWh 0.11 0.05 0.07 0.06 0.07 0.04 0.07 0.01 0.09 0.03 0.06 0.05

出所）National Renewable Energy Laboratory OpenEIデータベースをもとにNRI作成
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SGIP（Self-Generation Incentive Program）は、CA州で直近数年間導入されている

蓄電池等に対する補助金であり、同州でのBTM蓄電池普及のドライバーとなっている

需要側エネマネ │ 市場概観 ｜ サービス概要 ②BTM蓄電池関連サービス

カリフォルニア州における蓄電池に対するインセンティブ

Self-Generation Incentive Program (SGIP)
Sales and Use Tax Exemption for Electric Power 

Generation and Storage Equipment

導入年

(期限)
2011年 (2021年まで) 2018 (2030年8月まで)

導入主体
州政府

California Public Utilities Commission

州政府

California Department of Tax and Fee Administration

支援策タイプ 補助金 税制優遇

対象セクター 業務、建設、産業、公共、住宅 業務、建設、産業、公共、住宅

支援内容

大規模（>10kW、連邦政府の税制優遇措置なし）: $0.35/Wh

- $0.40/Wh

大規模（>10kW、連邦政府の税制優遇措置あり）: $0.25/Wh

- $0.29/Wh

非住宅（連邦政府の税制優遇措置なし）: $0.35/Wh -

$0.50/Wh

消費・使用に関する税を100%免除

システム容量 需要家の電力需要に応じて設定 規定なし

設備要件
蓄電システムのみが対象

蓄電システムは、10年保証（リプレース、保守サービス込）が

なされていることが必要

蓄電システムが対象

（蓄電池ユーザではない）

サードパーティの適用可能性
可 可

出所）Database of State Incentives for Renewables & Efficiency, State Policy Opportunity Tracker
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E.ONは、グリッドパリティに達しているとされるドイツ国内で、家庭の自家消費率を

70%程度にまで高めるサービスを展開（ただし収益源は機器販売額）

需要側エネマネ │ 市場概観 ｜ サービス概要 ②BTM蓄電池関連サービス

太陽光発電

システム
⚫ SolarWatt社（ドイツの大手太陽光発電・蓄電システム会社）の太陽光発電システムを販売。

蓄電システム

⚫ 太陽光発電システムによる家庭の自家消費比率を高めるための蓄電システムも提供。

⚫ 標準的には4.4kWhだが、顧客の要望に応じて11kWhに大型化することも可能。

（リチウムイオン電池）

E.ON Aura

アプリ

⚫ 家庭需要家は、アプリによって常時、家庭における発電量や電力消費量を確認することができる。

⚫ 日次や週次のデータ表示も可能で、時間変化を確認することも可能。

E.ON 

SolarCloud

⚫ 太陽光発電システムを有する需要家は、保有する「電気口座」にいつでも電気を貯めることができ、かついつ

でも引き出すことが可能。（2017年4月～）

⚫ E.ONは、余剰電力を近所の需要家に直接売電できるようなソリューションについても検討中。

E.ONの”E.ON Aura”概要

◼ E.ONは、太陽光発電システム、蓄電システム、E.ON Auraアプリおよびグリーン電力料金をパッケージにして販売。

◼ また、2017年4月にはクラウド蓄電池サービスを開始。

出所）E.ON公表資料等よりNRI作成
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米国ではネットメータリングが導入されている州が多く、自家消費のインセンティブが低い

需要側エネマネ │ 市場概観 ｜ サービス概要 ③太陽光関連サービス

◼ ネットメータリングとは、太陽光発電システムの発電量から、電力消費量を差し引いて余剰電力量が発⽣した場合、余剰分を次の月

に繰り越せる、すなわち、消費量を発電量で「相殺」する仕組み。

◼ タイ、フィリピン、ベトナムなどでも、部分的に同様な制度が導入されている。

ネットメータリングが導入されている州

Source: Department of Energy, REN21 “GLOBAL STATUS REPORT”
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DRは、欧米各国において、主に容量用途での導入が進んでいる

需要側エネマネ │ 市場概観 ｜ サービス概要 ④DR

世界の主なDR市場

市場 市場概要

PJM（米）

• 世界有数のDR市場で、1,500MWを超えるDRリソースが市場参加している。

• DRの市場参入を促すため、2007年にDR専用プログラムILR （Interruptible Load for Reliability）を容量市場とは別に導

入したものの、2012年移行、容量市場と統合されていることが特徴。

CAISO（米）

• 容量確保目的に、IOU（PG&E, SCE, SGD&E）による、アグリゲータを活用したDRプログラムDRAM（Demand Resource 

Auction Mechanism）が、2016年より実施されている。

• 2018年入札（2018-2019年向け）では、合計200MW以上が調達されている。

NYISO（米）
• NYCでは、系統混雑の緩和のため、アンシラ／容量市場とは別途、Con Edison社による配電向けDRプログラムも実施されて

いる。

英国 • STOR（Short Term Operating Reserve）を中心に、DRの参入が進んでおり、100MWを超えるDRが参入している。

（参考）ASEAN • ASEANでは、シンガポールにおいてDR市場が小規模に開始されているにとどまる。他国でも実証が行われているのみ。

出所）各市場公開資料をもとに作成
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世界有数のDR市場であるPJMにおいては、アンシラリーサービス市場ほどの即応性が求められ

ない容量市場がDRの主要な市場

需要側エネマネ │ 市場概観 ｜ サービス概要 ④DR

*Capacity Net Revenue inclusive of Capacity Credits and Charges.

**PJM assumes capacity value at $50 MW Day (PJM does not know the value of capacity 

credits in the forward market prior to RPM; only a portion of capacity was purchased 

through the daily capacity market at the time). 

出所）PJM

非常用：690MW 常用：847MW

出所）PJM

PJMにおけるDR容量 PJMにおけるDRの取引高



79Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

【参考】 PJMの容量市場（Load Management）におけるDRリソースの詳細

需要側エネマネ │ 市場概観 ｜ サービス概要 ④DR

需要家業種別 プロバイダ属性

リソース種別 発電機の燃料種別

* いずれも、Summer Nominated Capacityのシェア。

出所）PJM, ”2020 Demand Response Operations Markets Activity Report: July 2020”
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【参考】 PJMのアンシラリー市場におけるDRリソースの詳細

需要側エネマネ │ 市場概観 ｜ サービス概要 ④DR

リソース種別：Regulation リソース種別：Synch Reserve

* いずれも、CSP (Curtailment Service Provider) Reported Load Reductionのシェア。

出所）PJM, ”2020 Demand Response Operations Markets Activity Report: July 2020”
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NYCでは、系統混雑の緩和のため、アンシラ／容量市場とは別途、

Con Edison社による配電向けDRプログラムも実施されている

需要側エネマネ │ 市場概観 ｜ サービス概要 ④DR

Con EdisonによるDRプログラムの概要

• 配電会社として、Con Edison社が、2種のDRプログラムを実施

• 発動実績(2017年)：

• DLRP：0回

• CSRP：2地域・計6回

• DLRP/CSRPで運用するリソースは、ISO NYのICAP SCR（容量市

場）において活用することが可能

市場 反応時間 持続時間
最低容量

（参加要件）

DR規模

（契約容量）

アグリゲーションの

参加可否

アグリゲータの参

加（実態）

配電

DLRP: Distribution 

Load Relief Program
2時間

4時間

（6AM - 12AMの

間）
50kW

265MW
(2017)

可 多くのアグリゲータ

がDRアグリゲータと

して登録（2019年2

月現在：11社）
CSRP: Commercial 

System Relief 

Program
21時間

4時間

（地域毎のピーク時間

帯）
50kW

216MW
(2017)

可











87Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

Next Kraftwerkeは、再エネの市場への直接販売義務化を境に成長した

需要側エネマネ │ 市場概観 ｜ サービス概要 ⑤VPP

電源 概要 容量

バイオ

ガス

ドイツ全土の1/3にあた

る3,400施設。

約2GW（推

定）

天然ガス

コージェネ

需給調整市場にも参

加。
N/A

太陽光
ネガティブ調整力として

の活用も想定。
約2.1GW

蓄電池 主にPRL向けに活用。 約50MW

需要家

施設

給水施設、港湾等大

規模需要家を対象。
N/A

合計
約6GW

約7,000ユニット

アグリゲートする分散電源の容量推移 アグリゲートする主要な分散電源

出所）日本エネルギー経済研究所資料
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世界の各地域を、「市場成熟度」と「日本企業によるリーチのしやすさ」の視点で整理し、

それぞれについて国としての支援のあり方を設定する

需要側エネマネ │ 市場概観 ｜ 有望市場

「市場成熟度」の定義 「日本企業によるリーチのしやすさ」の定義

再⽣可能エネルギーの導入が進むなどして電気料金が

高く、各種需要家エネマネサービスの展開が始まってい

る地域を成熟度の高い市場とする

日本企業による海外進出状況が進んでいる国（日本

企業拠点数の多い国）をリーチしやすい国と定義する

サブ指標として、二国間枠組みの有無も評価する

指標
市場成熟度

低 高

日本企業拠点数
日本企業拠点数

が少ない

日本企業拠点数

が多い

（サブ指標）

二国間枠組みの有無
二国間枠組みが

整備されていない

二国間枠組みが

整備されている

（参考）

各種需要家エネマネサービス

・省エネ関連サービス

・BTM蓄電池関連サービス

・太陽光関連サービス

・DR

・VPP
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日本企業としてリーチしやすい点で短期的に実績を積みやすく、かつ市場が未成熟な地域が、

国としての短期的な支援対象と想定される

需要側エネマネ │ 市場概観 ｜ 有望市場

市場の成熟度

未成熟な国

再⽣可能エネルギーの導入が進んでおらず、各種

需要家エネマネサービスの展開も進んでいない国

成熟した国

再⽣可能エネルギーの導入が進むなどして電気料

金が高く、各種需要家エネマネサービスの展開が始

まっている国

日
本
企
業
に
よ
る
リ
ー
チ
の
し
や
す
さ

リーチしやすい国

日本企業による海外進出

状況が進んでいる国

（サブ指標として、二国間

枠組みのある国）

未成熟×リーチしやすい市場

市場は未成熟であるが、日本企業として参入

しやすく、短期的に実績を積むのに適した市場。

競合が比較的少なく、市場参入の先行者利

得も働きやすい

成熟した市場

市場が成熟しており、すぐにでも参入可能。

⼀⽅で、需要家側エネマネ領域では、需要家

に対して他社に先行して入り込むことが重要で

あるが、既に欧米の競合他社によってパイを押

さえれており、競争環境が激しい市場。

リーチしにくい国

日本企業による海外進出

状況が進んでいる国

（サブ指標として、二国間

枠組みのない国）

未成熟×リーチしにくい市場

市場が未成熟なうえ、日本企業としても参入

しづらい市場であるため、中長期的にコネクショ

ンを築いたうえで、進出すべき市場

市場の成熟度×リーチのしやすさによる各セグメントの特徴

実績作りの観点で、未成熟×リーチしやすい市場から参入すべきと考えられ、

本検討においても上記市場をメインターゲットとして調査・検討を進める

→ 短期的なターゲット

→ 中期的なターゲット

→ 足元のターゲット
（ただし競合環境が激しく国としての

支援の範囲も限定的な可能性）
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【参考】 ASEAN主要国におけるCO2排出削減目標（1/2）

Source: NRI Analysis

需要側エネマネ │ 市場概観 ｜ 有望市場

◼ グローバルでのトレンドを受けて、ASEAN各国も国としての排出量目標を設定し、国際的なサポートを受けつつ実現に向けたロードマッ

プを策定している。

国
2017 排出量

(millions of tonnes) 

削減目標 国際的なサポートの必要性

ターゲット年 Unconditional Conditional 
Technology 

Transfer

Financial 

Support

Capacity 

Building

Bangladesh 88.06 2030 -5% -10% ● ● ●

Cambodia 7.94 2030 - -27% ● ● ●

India 2,466.77 2030 -33% to -35% - ● ● ●

Indonesia 486.84 2030 -29% -12% ● ● ●

Lao P.D.R. 1.96 2030 Not specified Not specified ● ● ●

Malaysia 254.58 2030 -35% -10% - - -

Myanmar 25.33 2030 Not specified Not specified ● ● ●

Philippines 127.61 2030 - -70% ● ● ●

Singapore 64.77 2030 -36% - - - -

Sri Lanka 23.14 2030 -7% -23% ● ● ●

Thailand 330.84 2030 -20% -5% ● ● ●

Vietnam 198.83 2030 -8% -17% ● ● ●
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アズビルはESCO事業型のエネマネサービスをASEAN域内で展開し、

高い省エネ効果の実現を各地で達成している

需要側エネマネ │ 日本企業が強みを持つ省エネ・新エネ技術 ｜ 国内プレーヤーの事業展開状況（計装メーカ系）

タイ・バンコクにおける大型複合ビルの運転最適化

場所 タイ・バンコク

実施事業者 アズビル

実施期間 2014年3月～

実施内容

• バンコク市内の大型ビル、アマリンプラザにて元来独自

に推進してきたビルの省エネ施策のさらなる強化を図

るため、アズビルのBEMSを導入。

• 空調用熱源設備の運転最適化をESCO事業として

展開することで、投資リスクを最小化しながら、ポンプ

の消費電力を50～60％削減（目標値は40%削

減）するなど、目標値を大幅に上回る省エネ効果を

達成。

出所）アズビル株式会社HPをもとにNRI作成

シンガポールにおけるDHCSの省エネ施策

場所 シンガポール

実施事業者 アズビルシンガポール

実施期間 2016年～

実施内容

• シンガポール最大のDHCS（地域冷暖房）プロバイ

ダーとして知られるKeppel DHCS向けに、同社が運営

する三つの地域冷房プラントで省エネ施策を実施。

• 全体最適化パッケージU-OPTによる冷凍機や冷却塔、

送水ポンプなどの既存設備を活かした制御とESCOス

キームに基づく施策の展開で、投資とリスクを最小化

しながら、開始時の目標、約185万kW/年を大きく上

回る、228万kW/年の電力消費量削減を達成。

⚫ 熱源設備／動力プラント全体最適化パッケージU-OPT™の仕組み図

ー需要家側の必要熱量を満たし、総電力コストを最小化する制御を各種設備に適用。

⚫ アマリンプラザの中央監視システム画面（左）と、熱源系統図による冷水・冷却水

ポンプの稼働状況、回転数、消費電力量のモニタリング（右）
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横河電機は国内で、産業分野での計測・制御の強みを活かし、

エネルギー使用の可視化・改善提案や、自家発設備の最適運転制御を提供している

需要側エネマネ │ 日本企業が強みを持つ省エネ・新エネ技術 ｜ 国内プレーヤーの事業展開状況（計装メーカ系）

横河電機の省エネソリューション

エネルギー消費量の可視化・改善提案 自家発設備の最適化運転

横河電機は、生産現場の知見を活用し、各種エネマネサービスを提供。

エネルギー

使用の

可視化

• FEMSを活用し、多種多

様な設備が併存する工場

内でのエネルギー使用状

況や流れを可視化。

• ⽣産プロセスとの関連性を

可視化し、改善点を抽出。

操業改善
• 操業工程におけるエネルギー使用の無駄を特定した上で、

操業改善を実施。

省エネ

• 製品ごとのエネルギー使用

量をモデル化し、⽣産計

画に基づき電力使用予測

を実施

• 電力需要が指定電力を

超える場合などに、⽣産

計画の変更などを実施

横河電機は、計測・制御分野での強みを活かし、BTG最適化制御を実施。

• 具体的には、購入電力単価と自家発電コストを比較しながら、エネル

ギーコストが最小となるような運転を実施。

• 設備ごとのエネルギー効率および制約条件、燃料単価・電力単価などの

幅広い条件のパターン別に操業モードを設定し、コスト最小となる操業を

支援。

BTG (Boiler, Steam-turbine, Generator): ボイラー、蒸気タービン、発電機

• システム導入にあたっては、設

備状況などをもとに省エネ・

省コストのポテンシャル診断を

実施

• 各種制御およびDCS導入の

上、運用改善を実施
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横河電機は、工場での生産プロセスなどの理解に基づき、ERPや生産現場と連携した省エネ

システムの構築を中国で実証中

需要側エネマネ │ 日本企業が強みを持つ省エネ・新エネ技術 ｜ 国内プレーヤーの事業展開状況（計装メーカ系）

中国広東省でのエネルギーマネジメントシステムの実証運転プロジェクト

場所 中国広東省

実証事業者 NEDO、横河電機、日本総研、東電HD

実施期間 2017～2020年度

実施内容

• 紡織・アルミの2工場にEMSであるFEMP（Factory 

Energy Management Platform）を導入し、省エネ

を実現

• エネルギー需給改善

‒ FEMPの構築と既存設備の更新

‒ 生産現場・ERPと連携したエネルギー需要・供給

の改善、エネルギー視点での生産プロセス・設備の

課題特定とプロセス改善などを実現

• 2工場のFEMPを連携し、DRの実現可能性を検証

‒ 電力需給調整の発動があったと想定し、FEMPで

指令を集約し、安定的にDRが提供可能であるこ

とを検証

出所）横河電機プレスリリースなどをもとにNRI作成

FEMPイメージ

FEMPによる⽣産プロセス改善
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三菱電機は、FA総合メーカとしての強みを基軸に、ASEAN地域に展開する日系の工場向け

に省エネソリューションを展開

需要側エネマネ │ 日本企業が強みを持つ省エネ・新エネ技術 ｜ 国内プレーヤーの事業展開状況（機器・設備メーカ系）

三菱電機のASEANにおけるソリューション

出所）三菱電機HP「アセアンビジネスサポート」をもとにNRI作成

• 三菱電機は、FA総合メーカとしての強みを起点に、 ASEAN

地域に展開する日系企業を対象に、工場向けの各種ソ

リューションを展開。

• ソリューションの中には、省エネソリューションも展開。

センサーソリューション
パートナー企業と連携し、センサーの設定・メンテを容易に

e-F@ctory支援モジュール
設備稼働監視ソリューションなど

データモニタリング
装置の状態の遠隔監視

データ分析・診断
データ分析・診断ソフト、SCADA

ロボットソリューション
最適なロボットシステムの提案・導入

省エネソリューション
エネルギーデータの見える化を軸とした省エネ分析ソリューション
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三菱電機は、3つ（BuilUnity、MELSAFETY、facima）のビル管理プラットフォームを

国内展開

需要側エネマネ │ 日本企業が強みを持つ省エネ・新エネ技術 ｜ 国内プレーヤーの事業展開状況（機器・設備メーカ系）

三菱電機のビル向けソリューション

出所）三菱電機HPをもとにNRI作成
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三菱電機は国内で、2020年10月より新たに展開したビル設備統合管理システムの

Ville-feuilleを通じて、省エネサービスを提供する

需要側エネマネ │ 日本企業が強みを持つ省エネ・新エネ技術 ｜ 国内プレーヤーの事業展開状況（機器・設備メーカ系）

Ville-feuilleのシステム構成図 Ville-feuilleでの提供サービス

• オープンプラットフォームとして、APIや設備連携インターフェイスを提供。

• 第三者によるVille-feuille上でへのアプリケーション実装や設備データを

活用したサービス提供が可能。

ロボット移動

支援サービス

• 警備・配送・清掃などで活用が進みつつあるサービスロ

ボットの移動を支援するサービス

• ロボットのビル内での自由な縦移動をサポートする「エレ

ベーター連携」、セキュリティエリアの出入りをサポートす

る「入退室管理システム連携」（将来対応）、人とロ

ボットの安全な通行をサポートする「アニメーションライ

ティング連携」 （将来対応）など。

エネルギー

マネジメント

サービス

• ビル内の消費電力量や設備の稼働状況、温湿度な

どを可視化する「見える化グラフ」、クラウドに収集した

データや、BuilUnityコントローラに蓄積したデータのダウ

ンロードなど。

• 将来的には、エリアごとの快適性分析や、省エネと快

適を両立する設備の制御にも対応予定。

動線最適化
（将来対応）

• 人やモノの位置・状態を収集・蓄積し見える化すること

で、ロボットと人の協業や災害時の避難などの場面で

動線を最適化。

シティ版

デジタルツイン
（将来対応）

• Ville-feuilleが収集・蓄積した人やモノの静的・動的

データをAIで解析。シミュレーション、予測、各種コンサ

ルティングのサービスを提供。

出所）三菱電機HPをもとにNRI作成
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東京電力エナジーパートナー子会社のJFSは、ESCO事業を中心としたエネマネ実績を国内で

豊富に抱えており、現状では未注力の海外にも今後は展開していくと考えられる

需要側エネマネ │ 日本企業が強みを持つ省エネ・新エネ技術 ｜ 国内プレーヤーの事業展開状況（ユーティリティ系）

病院施設の設備更新型ESCOプロジェクト

場所 横浜市

実施期間 2010年7月～（12年間）

実施内容

• NEDOを活用した横浜市のESCO公募事業として実

施。

• 横浜市立大学医学部附属病院の熱源を統合、高

効率空冷HPチラー、高効率水冷INVチラー、コージェ

ネレーションシステムなどの省エネルギーシステムを導入

することにより、一次エネルギー19.3%の省エネ、CO₂

排出量26.1%削減を実現。

出所）JFS HP掲載内容をもとにNRI作成

郵船ビルディング チューニング型ESCOプロジェクト

場所 東京都

実施期間 2009年4月~2011年

実施内容

• 省エネチューニングによるESCOサービスで、①設備運

転チューニング、②運転管理支援、③エネルギー管理

支援を実施。

• 熱源システムの改善、空調システムの改善、室内空

調ミキシングロスの防止、駐車場の換気運転改善等

などのチューニングにより、CO₂排出量11.2％削減、光

熱費7%削減などを実現。

⚫ JFSのESCOメニューとチューニング型ESCOサービス⚫ 導入した主な省エネルギーシステムの仕組み
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東京電力エナジーパートナーは、昨年8月に初の海外現地法人をタイに設立し、

タイ国内でのエネルギーサービス事業展開を推進していく見通し

需要側エネマネ │ 日本企業が強みを持つ省エネ・新エネ技術 ｜ 国内プレーヤーの事業展開状況（ユーティリティ系）

タイにおける新会社設立の背景・目的および事業内容

出所）TEPCO 2019年8月9日プレスリリースをもとにNRI作成

設立の

背景・目的

• タイに既に進出している日系企業より、現地の工場な

どで利用するエネルギーについて、省エネ・省CO₂など

の要望が度々寄せられていた

• 日本国内で培ったエネルギーに関わる技術・知見を活

かしたサービス提供を行うため、新会社設立という形で

タイに進出

事業内容

• 近年、タイでも導入の機運が高まっている太陽光発

電設備をはじめ、各種エネルギー設備を、設計・調

達・建設・設備（資産）の所有・メンテナンスに至る

まで一貫して請け負うサービスを提供

• 将来的には、日系企業以外にもサービスを展開する

ことを目指し、さらなる事業強化を推進
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Siemensは、幅広いエネルギーソリューションを提供し、アジア地域でも高いプレゼンスを有する

企業概要

Founded 1908

CEO Thai Lai Pham

HQ Munich, Germany

Regional 

office
Singapore, Singapore

Geographic 

coverage
Global

# of 

Employees
1,300

Latest 

Revenue
USD 300 million (2019)

Owners /

Investors
Siemens International Holding BV

Major 

Customers

Keppel Land, CapitaLand, JTC Corporation, 

etc. 

導入・

制御対象

ターゲット顧客セグメント

MU HO OF SM CO FA Others

HVAC ✔ ✔ ✔ ✔ ✔✔
✔

(School)

Light ✔ ✔ ✔ ✔ ✔✔
✔

(School)

Storage ✔ ✔ ✔ ✔ ✔
✔

(School)

CHP ✔ ✔ ✔ ✔ ✔
✔

(School)

Others 

(PV, EV 

charger)

✔ ✔ ✔ ✔ ✔
✔

(School)

提供サービス

ESPC (Shared/Guaranteed)

Value Chain Coverage

Audit EPC Finance Own Maintenance

✔ ✔ ✔ ✔ ✔

MU:Municipal / HO:Hospital / OF:Office / SM:Shopping Mall / CO:Condo / FA:Factory

需要側エネマネ │ ASEANでの競合動向

Siemens企業概要とアジアでの提供サービス

出所）公開情報、有識者ヒアリングなどをもとにNRI作成
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Barghest Building Performanceは既存建物のエネルギー効率化にフォーカスした企業

企業概要

Founded 2012

CEO Poyan Rajamand

HQ Singapore

Regional 

office
Singapore

Geographic 

coverage

Singapore, Malaysia, Vietnam, Thailand, 

Indonesia, India, Philippines, Japan, South 

Korea, China & Taiwan

# of 

Employees

90 (2020)

*80% are technical engineers

Latest 

Revenue

USD 4 million (2019)

USD 8 million (2020F)

Owners /

Investors

Poyan Rajamand (CEO), Ong En-Ping (CFO), 

etc. 

Major 

Customers
HP, Micron, Asia Malls

導入・

制御対

象

ターゲット顧客セグメント

MU HO OF SM CO FA Others

HVAC ✔ ✔ ✔✔ Hotel

Light

Battery 

Storage

CHP

Others

提供サービス

エネルギーコントラク

トソリューション

ESPC

EaaS (pay for use)

AaaS ✔

Pay for savings (shared, 

guaranteed)
✔

Non-Performance Contract

DR

Value Chain Coverage

Audit EPC Finance Own Maintenance

✔ ✔ ✔ ✔ ✔

MU:Municipal / HO:Hospital / OF:Office / SM:Shopping Mall / CO:Condo / FA:Factory

需要側エネマネ │ ASEANでの競合動向

出所）公開情報、有識者ヒアリングなどをもとにNRI作成

BBP企業概要とアジアでの提供サービス
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ASEANのエネマネ市場は相対的に未成熟であり、案件組成などの面で課題があると想定

需要側エネマネ │ 現状課題と支援の方向性 ｜ 日本企業の想定課題

• 省エネ関連の規制が導入されていないなど、エネマネ市場のド

ライバーとなる規制制度が整っていない国も多い。

• ただし、規制制度の導入のためのロビイング活動を行うには、

事業者にとっては多大なコストがかかる。

事業運営

事業開発

案件組成

・案件探索

• ASEAN市場でも、⼀部欧米系のプレーヤーが参入が見られる

中で、いかに彼らとの差別化を行い、案件を獲得していくかが

課題。

• 特にエネマネニーズが大きくない案件では、価格競争に陥りが

ちで、そうなると海外勢が優位。

• 必ずしも需要家のエネマネニーズが高くない中で、例えば財閥

系デベロッパなど、エネマネ領域で先進的な取り組みを進める

需要家を開拓していくことが課題。

• また、スマートシティや工業団地など、先進的なエネマネに対す

るニーズが顕在化しうる大型案件を組成していくことも選択肢

だが、政府や国営電力などへのアプローチなど、事業者にとって

は足の長い取り組みが必要となることが課題。

• シンガポールなどで先進的なエネマネを志向する需要家や、ス

マートシティなどの案件では、先進技術を獲得することで差別

化できる可能性がある。

• この際、自社開発以外にも、他社との連携、場合によっては出

資・買収などを通じて機能を獲得していくことが想定される。

事業展開フロー 想定される日本企業の課題ASEAN市場の特徴

特徴1：

エネマネに関する

市場環境が未成熟

• ⼀部を除き、省エネ関連規

制など、エネマネに関連する

規制制度が導入されていな

い国が多い。

• また、電気料金が安い国もあ

り、規制の不在と相まって、

省エネニーズが必ずしも大きく

ない。

特徴2：

エネマネ分野での日本企

業の本格参入はこれから

• ビルシステムなどの分野では、

欧米系が古くから参入してい

る。

対象国における

エネマネ市場形成

対象国における

案件組成

エネマネおよび周辺技術の

獲得

現地参入プレーヤーとの

差別化
案件獲得

課題1

課題2

課題3

課題4
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【参考】 主な有望市場の概況

マイクログリッド ｜ 市場概観

国 成立事業 事業成立要因 成立状況 将来の見込み

インドネシア

• A. 離島マイク

ログリッド

• C. 工業団地

などのマイクロ

グリッド

• 不安定な系統

• ディーゼル発電機の利用による高い電

力利用コスト

• 国際ドナーによる支援

⚫ 離島マイクログリッドは過去より国際ドナーの補助のもとに実証やPV+蓄電値の

小規模導入が進められている

⚫ 鉱山やパーム等のプランテーション事業者が、ディーゼルの代替としてPVのハイブ

リッドシステムの活用を検討

⚫ いまだ進展はしておらず、PLNのスマート

グリッド化の計画にも合わせて、「離島

マイクログリッド」「工業団地などのマイ

クログリッド」ともに事業機会はある

フィリピン
• A. 離島マイク

ログリッド

• ディーゼル発電機の利用による高い電

力利用コスト

• 国際ドナーによる支援

⚫ 政府による電化向けの補助制度（UCME）等もあり、離島における導入が緩

やかに進んでいる

⚫ 小規模のDUやECを中心とした再エネ

調達は継続の見込み

太平洋諸島

（ソロモン）

• A. 離島マイク

ログリッド

• ディーゼル発電機の利用による高い電

力利用コスト

• 国際ドナーによる支援

⚫ 世界銀行、ADBの支援により、水力や各種再エネ電源の開発とともに、太陽

光と蓄電システムを組み合わせたハイブリッドシステムの導入が進展

⚫ 今後も個別国毎に、再エネ導入プロ

ジェクトが進展するものと想定

アフリカ

（ナイジェリア）

• B. 未電化地

域におけるミニ

グリッド

• 低い電化率と経済水準

• 国際ドナーによる支援

⚫ 150万世帯が未電化のため、NEP（National Electrification Plan）のもとに、

世界銀行からの3億5000万ドルの資金調達のうち、1億5000万ドルが1200ミ

ニグリッドの開発に割り当てられている

⚫ アフリカ全体では今後も継続的な需要

見込み

米国

（CAISO/NYISO)

• C. 商業施設

などのマイクロ

グリッド

• 高いエネルギー・セキュリティ意識

（ハリケーン対策など）

• 高いDemand charge($54.2/kW)

⚫ 2012年のハリケーン・サンディ以降、エネルギー・セキュリティ意識の高まりの中、

非常時対策、省エネ・CO2削減、高いDemand charge回避などを目的とし

て、⼀部施設・地域のMicrogrid化が進みつつある。（軍事施設、大学、公

共施設等）

⚫ 国土も広く、送配電網の老朽化や更

新もあり、今後もニーズが高まる可能性

がある

イギリス

• C. 商業施設

などのマイクロ

グリッド

• Carbon neutralの達成

• TNoUS*＝60GBP/kW(ロンドン）

⚫ London City Airport やUniversity of Chesterなどで、GHG削減への貢献を

目指し、自社でマイクログリッドプロジェクトを実施。

⚫ Carbon neutralを目指す動きの中で

大規模な建物、街区単位での導入の

動きは継続する可能性

ドイツ

• C. 商業施設

などのマイクロ

グリッド

• 電気料金＝30EUR Cent/kWh、

は高い水準

⚫ 実証プロジェクトは行われているが、活発ではない

⚫ VPPに繋げるようなVirtualでのMicro-gridの議論がLO3 EnergyとKarlsruhe 

Institute of Technology (KTI)とのコンソーシアムにより検討されている

⚫ 現状急拡大するようなトレンドや

法制度の動き等はみられない

（参考）日本

• A. 離島マイク

ログリッド

• C. 工業団地

などのマイクロ

グリッド

• エネルギーセキュリティの確保

• ディーゼル発電機の利用による高い電

力利用コスト

⚫ 島嶼地域において、環境負荷低減やエネルギーセキュリティの観点から再エネ

導入の流れが進展

⚫ スマートシティで地産地消の電力を目指す動きも活発だが、大部分を系統依

存している

⚫ 現状急拡大するようなトレンドや

法制度の動き等はみられない

* TNoUS: Transmission Network Use of System; 契約料金に相当する電気料金
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東電PGは中部電力らと共にGreenway Grid Global (GGG)社をシンガポールに設立し、

同社によるフィリピンでのマイクログリッド事業参入など、ASEAN内での実績獲得を図っている

マイクログリッド │ 日本企業が強みを持つ省エネ・新エネ技術 ｜ 国内プレーヤーの事業展開状況（離島マイクログリッド）

GGG社のフィリピンにおけるマイクログリッド事業の概要

場所 フィリピン・パラワン島

実施事業者
GGG社（東電PG、中部電力、ICMG社による共同出

資で2018年に設立）

実施期間 2019年～

実施内容

• フィリピンの離島で未電化地域であるパラワン島サバン

地域（元来ディーゼル発電機による発電⽅式に依

存）においてマイクログリッド事業に参画。

• 供給コストおよび安定供給を考慮し、太陽光発電と

蓄電池およびディーゼル発電機をミックスした発電～

送配電施設のマイクログリッドを建設。

• 運転・保守も担う事業計画のもと、2020年度内に運

開予定。

出所）東電PGおよびGGG社HP掲載資料およびプレスリリース内容をもとにNRI作成

GGG社の事業戦略

◼ GGG社は、アジアの海外送配電事業や次世代インフラ事業への投資・

運営、新規事業インキュベーション、グローバルリーダー人財育成の3事業

を柱として設立された。

• 具体的には、未電化地域を短期的なターゲット市場とし、マイクログ

リッド事業を切り口に、同地域内でのEVやその充電ステーション拡充、

IoTやブロックチェーンを活かしたデジタライゼーション事業展開へと幅を

広げていくことを企図している模様。

◼ 未電化地域が多く、人口増加による電力需要の高まりも期待できる東

南アジアに新技術を導入し、将来的にその技術を日本に導入するリバー

スイノベーションを計画している。



175Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

九州電力もフィリピンでのマイクログリッド事業に参画し、将来的には他のASEAN諸国や

九州地方への技術展開を見据えている

マイクログリッド │ 日本企業が強みを持つ省エネ・新エネ技術 ｜ 国内プレーヤーの事業展開状況（離島マイクログリッド）

九電のフィリピンにおけるマイクログリッド事業の概要

場所 フィリピン・パラワン島およびセブ島

実施事業者 九州電力、キューデンインターナショナル

実施期間 2020年～

実施内容

• フィリピンの離島でマイクログリッド事業を手掛ける同

国企業のパワーソース社にキューデンインターナショナルを

通して出資を開始。

• 既存の送電線網に頼らない最先端のマイクログリッド

を構築し、災害にも強い地産地消型の電力供給を

目指す。

• 初期的にはディーゼル発電機による発電方式を採用

し、随時太陽光発電と蓄電池を導入予定。またパ

ワー社に技術者を派遣し、発電設備の長寿化や再エ

ネの出力抑制技術を提供する見込み。

• 将来的には、同国での事業経験をもとに、他の東南

アジア地域やアフリカなどでの展開を視野にいれるほ

か、人口減が進む九州の山間部での応用も検討。

出所）九州電力HP掲載資料および各種報道資料をもとにNRI作成

◼ 本案件におけるマイクログリッド事業拠点



176Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

九州電力はフィリピンでの事業参画に加え、米国のマイクログリッドシステム関連企業

エナネット社と戦略的業務提携を結ぶなど海外事業における積極的な動きを見せ始めている

マイクログリッド │ 日本企業が強みを持つ省エネ・新エネ技術 ｜ 国内プレーヤーの事業展開状況（離島マイクログリッド）

出所）九州電力HP掲載資料をもとにNRI作成

米国エナネット社との戦略的業務提携

目的

• 「九電グループ経営ビジョン2030」で掲げる持続可能

な社会の実現に向け、マイクログリッド事業の共同開

発や同事業の取組みを推進。

• また、ディーゼル発電の削減により環境負荷低減への

貢献も図る。

エネネット社の

企業情報

• 2015年5月に設立された米国ニューヨーク州に拠点を

置くベンチャー企業。

• 再生可能エネルギーや蓄電池等の分散型電源を組

み合わせた設備構成や運用等を短期間で立案でき

る自社開発のソフトウェアを活用し、ディーゼル発電利

用者向けにマイクログリッド事業を展開。

• アジア・オセアニア・カリブ海において、商工業分野の

顧客を対象に案件開発実績を保有。
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東芝エネルギーシステムズはモルディブ向けに、マイクログリッドシステムを受注・納入し、

2020年に運転開始を予定している

マイクログリッド │ 日本企業が強みを持つ省エネ・新エネ技術 ｜ 国内プレーヤーの事業展開状況（離島マイクログリッド）

出所）東芝エネルギーシステムズHP掲載プレスリリースをもとにNRI作成

モルディブ向けマイクログリッドシステムの概要

場所 モルディブ・アドゥ市ヒタドゥ島

実施事業者 東芝エネルギーシステムズ

実施期間 2019年～

実施内容

• 電力系統から独立した太陽光発電設備の効率的な

運用および系統安定化の現地ニーズに対し、出力変

動対策として本マイクログリッドシステム導入が決定。

• 本システムは、μEMS（マイクログリッド用エネルギー・

マネジメントシステム）と蓄電池システム（1MW）に

より構成。

• μEMSは、気象予報に基づき太陽光発電システムの

発電量と電力需要を予測し、ディーゼル発電所の最

適な運転計画を作成して電力系統を運用。

• あわせて太陽光発電システムの出力変動を蓄電池に

より最適に制御することで、ディーゼル発電機の使用

燃料削減により二酸化炭素排出削減に貢献。

◼ 本マイクログリッドシステムのイメージ図
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東光高岳は、ロシアの小規模な独立系統地域におけるマイクログリッド事業に参画し、

系統内再エネ制御のためのシステム開発および効果検証等を実施

マイクログリッド │ 日本企業が強みを持つ省エネ・新エネ技術 ｜ 国内プレーヤーの事業展開状況（離島マイクログリッド）

出所）東光高岳プレスリリースをもとにNRI作成

東光高岳によるマイクログリッドシステムの概要

場所 ロシア・サハ共和国ティクシ市

実証事業者 東光高岳、三井物産、駒井ハルテック

実証期間 2018年～2020年

実証内容

• 極寒仕様の風力発電機を導入し、系統安定化かつ

エネルギー効率化が実現可能なシステム、「ポーラーマ

イクログリッドシステム」を構築する実証。

• 東光高岳は技術統括として、風力発電機の短周

期・長周期変動に対して、新規に導入するディーゼル

発電機と蓄電池で系統安定化を図る再エネ制御協

調システムの開発とその効果検証およびシステム面・

電力供給信頼度の評価を実施。

◼ ポーラーマイクログリッドシステムの全体像

※三井物産は幹事企業としてロシア側との窓口のほか、

規制、市場調査、日本企業のロシア市場への参入アドバイス等を実施。

※駒井ハルテックは風力発電システム構築を担当。

※本事例は離島エリアのものではないが、

離島同様のオフグリッド地域でのケースとして形式的に分類。
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日立はインドの工業団地におけるマイクログリッド実証事業を2年間にわたり実施。

同工業団地での電力の安定供給ニーズに対応するためのシステムを構築・運用した

マイクログリッド │ 日本企業が強みを持つ省エネ・新エネ技術 ｜ 国内プレーヤーの事業展開状況（工業団地等のMG）

出所）日立HP掲載ニュースリリースをもとにNRI作成

インド・ニムラナ工業団地における実証内容

場所 インド・ニムラナ工業団地

実証事業者 日立、日立システムズ、伊藤忠商事、NEDO

実証期間 2017年～2019年

実証内容

• インド・ラジャスタン州のニムラナ工業団地のユーザー企

業に対し、太陽光発電を活用した安定電力供給を

実現するマイクログリッド実証。

• 本実証におけるマイクログリッドシステムは、1MW規模

の太陽光発電システムとディーゼル発電機を組み合

わせて制御することにより安定的な電力供給を可能

とする構造。

• 同工業団地内にあるMIKUNI INDIA PRIVATE 

LIMITEDに対するシステム実証を2年間実施し、日本

のマイクログリッド技術の有効性を実証し、同国での

普及を目指す実証計画。

◼ 本実証事業におけるシステム構成
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東芝のμEMSは米国ニューメキシコ州におけるマイクログリッド実証実験でも使用された

マイクログリッド │ 日本企業が強みを持つ省エネ・新エネ技術 ｜ 国内プレーヤーの事業展開状況（工業団地等のMG）

出所）各種報道資料をもとにNRI作成

ニューメキシコ州・ロスアラモスサイトにおけるマイクログリッド事業の概要

場所 米国・ニューメキシコ州ロスアラモスサイト

実施事業者
東芝、京セラ（以上2社が幹事企業）

伊藤忠商事、シャープ、日立、日本電気など

実施期間 2009年～2014年

実施内容

• NEDOのスマートコミュニティ海外実証事業、「日米ス

マートグリッド実証」の⼀環として、実施。

• 高地に位置するロスアラモスサイトにおいて、NEDO側、

米国側がそれぞれ１MW分の太陽光発電システムを

設置。

• また需給バランスの維持のため集中型蓄電池をあわ

せて導入。

• これらのベースとして、管理技術としてのμEMSを導入

することで、自立性の高い系統開発・運用を目指し

た。

◼ 本マイクログリッド実証システムの構成

※白抜き箇所が日本側の管轄部分
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仏ENGIEは、ミャンマーにおけるミニグリッド推進のために、現地ミニグリッド事業者への出資や、

ミャンマー政府機関・国際機関との連携を進めている

マイクログリッド ｜ 海外企業の動向（アフリカ等のミニグリッド）

出所）Mandalay Yoma Energy、報道資料などをもとに作成

ENGIEのミャンマーにおける取り組み

ミャンマーのミニグリッド事業者への出資

• 2019年、ENGIEはミャンマーのミニグリッド事業者 Mandalay Yoma

Energy に対してマイノリティ出資。

• Mandalay Yoma Energyは、2014年設立の企業で、これまでほとんどの

プロジェクトで太陽光、蓄電池、バックアップ用のディーゼルエンジンで構成

されるミニグリッドを構築。

- PVは中国 Jinko Solar、蓄電池は中国 Alpha ESS のものを利用。

ミャンマー政府機関・国際機関との連携

• ミャンマーの電化計画（National Electrification Plan 2030）は、世界

銀行からの4億ドルの援助や、GIZによる各種支援を受けて実施されてい

る。

• ENGIEによる Mandalay Yoma Energy に対する出資の調印式には、

ミャンマー地域開発省や、電力・エネルギー省、フランス大使館、世界銀

行、GIZ、DICAなどが出席。
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世界銀行は、ミャンマーの地方部における電化政策を政策面・資金面から支援

マイクログリッド ｜ 先進国等における省エネ・新エネ技術の海外展開支援施策

◼ ミャンマーの地⽅部は2014年当時、未電化地域が広範にわたり、国全体における割合で全世帯の84%が系統に未接続であった。

◼ ミャンマー国政府は、世界銀行および世界銀行グループのEnergy Sector Management Assistance Program(ESMAP)の支援を

受けてNational Electrification Planを作成。2030年までに未電化地域の全720万世帯に電力を届ける計画を打ち出した。

◼ 計画の第⼀ステップとして、世界銀行は2015年に4億米ドルの資金援助を実施。

ミャンマー地⽅部の様子 National Electrification Planの概要

推進機関／事業者 ミャンマー政府、世界銀行、ESMAP

ステータス 実施中（2014年～）

目標計画

• 2030年までに国内未電化地域の全720面世帯に対

する、系統拡張やミニグリッド構築による電力供給体

制の確立

• 2020年までに50%の進捗、2025年までに75%の進

捗を目指し事業推進

導入スキームなど

• 最貧国向けの世界銀行傘下ファンドである

International Development Association (IDA)を通

し、2015年に4億米ドルを拠出。

出所）World Bank , ESMAPウェブサイトをもとにNRI作成
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アジア開発銀行（ADB）や欧州投資銀行（EIB）は、モルディブ国全体のカーボンニュートラ

ルに向けて、スマートマイクログリッド導入におけるファイナンス支援や環境影響評価を実施

マイクログリッド ｜ 先進国等における省エネ・新エネ技術の海外展開支援施策

◼ 石油への高依存体制から脱却するために、モルディブでは2020年までの国全体のカーボンニュートラル実現を目標に掲げる。

◼ ADBは、二国間クレジット制度（JCM）日本基金を活用した第1号案件として、同国アッドウ環礁におけるスマートマイクログリッドシ

ステムの導入プロジェクトを2015年に採択。3,800万USDの無償資金支援を実施。EIBは協調融資パートナーとしてローンで5,000万

USDを供出した。

◼ 上記ファイナンス支援に加え、ADBは環境影響評価を実施。海面上昇や台風の影響も考慮された立地における太陽光発電システ

ムの効率的な運用を実現している。

スマートマイクログリッドシステムの導入支援背景および導入スキーム

出所）環境省公開資料およびEIB公開資料もとにNRI作成
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離島マイクログリッドにおいては、案件組成やファイナンス機能などを含むトータル提案が課題

マイクログリッド │ 現状課題と支援の方向性 ｜ 離島マイクログリッド

• インドネシアやフィリピンなどで電化計画などは存在しているもの

の、島嶼単位での系統設置計画などができていない場合など

が存在し、上流工程からの計画策定が必要。

• 島嶼地域でのマイクログリッド構築には、相手国政府・当局、

電力会社、自治体、デベロッパなど、多様な現地プレーヤーと

の交渉が必要。

案件組成

・案件探索

• 課題1、課題2に関連して、マイクログリッド事業においては、案

件ごとに、地域特性などを踏まえたマイクログリッドシステムの設

計や、現地ステークホルダーとの交渉が必要であり、事業の横

展開が難しい。

• 横展開促進のため、比較的小規模なマイクログリッドシステム

に対して、FS支援・ファイナンス支援なども機動的に行っていく

ことが重要。

• マイクログリッドの対象地域は、資金面でも課題を抱えている

ケースが多く、マイクログリッドに関する技術だけではなく、資金

面での支援を求められることがあると想定される。

• また、現地にマイクログリッドのO&Mを実施できるリソースが十

分でなく、当初の性能を維持できていないマイクログリッドも多

い。

• ⼀⽅で、マイクログリッドのすべての構成要素を日本製とすると、

コスト競争力で劣後する可能性がある。

事業展開フロー 想定される日本企業の課題事業の特徴

特徴1：

相手国政府や電力会社

など多様なプレーヤーが

関与

• マイクログリッド事業では、相

手国の電化計画や系統建

設計画など、国や電力会社

などの意向も反映される事業。

特徴3：

案件ごとの固有性が高い

• マイクログリッド事業は、案件

ごとに設備構成や需要特性

などの固有性が高い。

現地ステークホルダーを

巻き込んだ案件組成

ファイナンス・O&Mなども

含めたトータル提案

マイクログリッド事業の

横展開

案件獲得

・事業運営

課題1

課題2

課題3

特徴2：

多様な機器・設備で構成

• マイクログリッドは、各種配電

設備、分散電源（PV、

ディーゼル発電、蓄電池、EV

など）などで構成され、それ

らを統合的に運用することが

必要。
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課題① 例えばインドネシアにおいては、国有電力会社のPLN、エネルギー鉱物資源省EDSM、

技術評価応用庁BPPTなどがステークホルダーで、これらのプレーヤーとの協議が必要になる

マイクログリッド │ 現状課題と支援の方向性 ｜ 離島マイクログリッド

◼ インドネシアでは、マイクログリッド開発にあたって、以下のプレーヤーとの協議が必要。

インドネシアにおけるマイクログリッド関連制度とプレーヤー

主な関連制度 関連プレーヤー 概要

インドネシア電力供給事業計画（RUPTL） PLN
• PLNが策定する10カ年電力供給事業計画で、1年ごとに更新される。

• 10MW以上の比較的大型の再エネプロジェクト開発計画を設定。

固定価格買取制度
EDSM

PLN

• 再エネ電源種ごとに、買取価格を設定。

• 現状、マイクログリッドに特化した買取価格などは設定されていない。

PPA契約 PLN • 大型再エネプロジェクトにおいては、FITの代わりにPPA契約が採用されるケースも。

実証事業

ESDM

PLN

BPPT

• ESDMとPLNがそれぞれ、「太陽光＋ディーゼル発電」や「太陽光＋蓄電池＋ディーゼ

ル発電」の実証事業を実施。

• BPPTも、独自にマイクログリッド実証を実施。

連系協議 PLN
• メイン系統との連系が必要な場合、連系に要する設備などの費用について、PLNとの

協議が必要。

土地収用 土地保有者
• 多くの場合、土地の保有状況が不明瞭で、土地収用のプロセスに時間がかかることも

多い。

出所）NREL “Sustainable Energy for Remote Indonesian Grids: Strategies to Accelerate Nationwide 

Deployment”などをもとに作成
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工業団地等のマイクログリッドでは、許認可制度の不透明性や現地企業との連携が課題

マイクログリッド │ 現状課題と支援の方向性 ｜ 工業団地等のマイクログリッド

• 各種許認可の手続きの遅延・撤回などが多く、事業者にとっ

ては不確実性が高い。

• 工業団地そのものの開発を伴うケースでは、電力以外のインフ

ラ整備（道路、上下水道など）が課題となることも多く、電

力単体の取り組みでは工業団地の開発に至らないケースも。

案件組成

・案件探索

• 工業団地は、電気が安く供給されていることが多く、エネルギー

面のみではマイクログリッド構築によるメリットを訴求しにくい。

• また、工業団地のデベロッパは、企業誘致のために、省エネ性

能・電力品質の向上やグリーン電力の調達だけではなく、電力

以外の面でも企業誘致に貢献してくれるパートナーを志向して

いるケースもある。

• 工業団地等へのマイクログリッド展開にあたっては、不動産開

発を主導するデベロッパや、電力会社、規制機関など、多数

のステークホルダーとの調整が必要。

• 必要に応じて、現地財閥系企業など、現地パートナー企業と

連携することも有効。

事業展開フロー 想定される日本企業の課題事業の特徴

特徴1：

途上国における

工業団地開発の難しさ

• ASEAN等における工業団地

開発においては、道路などの

インフラ整備が必要となるケー

スも多い。

• 電力を含め、許認可手続き

が不透明なことも多い。

特徴3：

エネルギー単体でのメリット

の小ささ

• 米中貿易摩擦に伴い、中国

からASEANに⽣産拠点を移

す企業が増えており、ASEAN

諸国も企業誘致を推進。

工業団地に関連する

インフラ・許認可制度の

不透明性

現地ステークホルダーとの

調整・連携

現地デベロッパに対する

トータル提案力・価値訴求

案件獲得

・事業運営

課題1

課題2

課題3

特徴2：

多数のステークホルダーが

関与

• 工業団地等におけるマイクロ

グリッド開発にあたっては、デ

ベロッパや電力会社など多数

のステークホルダーが関与。

：特に大きいと想定される課題
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工業団地を巡っては、エネルギー分野や不動産開発分野などでそれぞれ日本の公的支援機

関が支援を行っており、デベロッパのニーズに応じて、互いに連携していくことが想定される

マイクログリッド │ 現状課題と支援の方向性 ｜ 工業団地等のマイクログリッド

NEDOによる主な工業団地マイクログリッド実証 JOINによる工業団地開発支援

• 2018年12月、フジタは、JOINの支援を受けて、タイにおけるホテルの建

設・運営等を行う都市開発事業に参画。

• JOINの出資により、多くの日本企業が進出するアマタシティ・チョンブリ工

業団地において、不足する宿泊施設・飲食施設等を整備し、当該工業

団地に進出する日本企業の事業展開を後押し。

出所）NEDOニュースリリース、国土交通省プレスリリースなどをもとに作成

参画企業 フジタ、JOIN

JOIN出資額 約6億円

JOIN債務保証額 約7億円

敷地面積 約2.1ha

用途 ホテル、公共施設

運用開始 2021年（予定）

イメージ

太陽光発電を活用した

マイクログリッドシステム実証

工業団地におけるスマート

コミュニティ実証システム

場所 インド・ラジャスタン州
インドネシア・スルヤチプタ

工業団地

参画企業

• 日立製作所

• 日立システムズ

• 伊藤忠商事

• 住友商事

• 住商機電貿易

• 三菱電機

• 富士電機

• NTTコミュニケーションズ

期間 2017～2019年度 2012～2017年度

実証内容

• マイクログリッド制御技術

による電力安定供給の実

用性と省エネルギー性

• 日本の薄膜太陽電池パ

ネルの有効性

• 電力供給の高品質化技

術

• 電力需要の抑制および

省エネルギー化技術

• 共通基盤通信インフラシ

ステム
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日本企業としては、ミニグリッド事業者のポジションでの参入（またはミニグリッド事業者への

出資等）が想定される一方、現地事業者等とのネットワーク構築が必要

マイクログリッド │ 現状課題と支援の方向性 ｜ アフリカ等のミニグリッド

参入スキーム

ミニグリッド事業者

金融機関・

保険会社
家電メーカ

PV・蓄電池

メーカ

現地需要家

・・・

電力供給および周辺サービス

（家電レンタル等）の提供

日本企業の参入可能性 日本企業の課題

• 機器売りなどのポジションとしての参入

- ただし、日系メーカの場合、コスト面で参入が

難しい可能性あり

• 現地ニーズに即した商品開発

- 特に未電化地域では高品質な電

力供給が求められないため、現地

化などによる現地商材の開発が必

要となる可能性

• ミニグリッド事業者としての参入

- 日系企業（総合商社・ユーティリティ・メーカ

等）がミニグリッド事業者として参入、または

日系企業がミニグリッド事業に出資等をする

ことによる参画が想定される

- 需要家1件ごとの電力需要規模が大きくない

ため、電力を切り口に、家電レンタル、保険・

金融など他サービスと合わせて展開が重要

- JICA等、日系公的支援機関が現地で構築

しているネットワークを起点に、日本企業が参

入していくことが想定される

• 電力を起点にした電力以外のサービ

スの展開

- このために、家電レンタル、保険・

金融など他サービスを提供するため

に、現地事業者等とのネットワーク

構築が必要
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ミニグリッド市場では、制度面や資金調達面で市場を立ち上げていくことが課題

マイクログリッド │ 現状課題と支援の方向性 ｜ アフリカ等のミニグリッド

• 現状、アフリカ諸国におけるミニグリッド開発には現地当局から

相当数の許認可を取得する必要があり、ミニグリッド開発の障

壁となっている。

• 特に、規模は大きくないミニグリッド1件1件に対して許認可に

時間がかかるため、ミニグリッドのデベロッパにとって負担となって

いる。

事業運営

案件組成

・案件探索

• アフリカにおいては、1人あたりの電力消費量が年間6.1kWhと

非常に低水準で、ミニグリッドのコストを電気料金で回収する

モデルを構築しにくい。（よって、進出企業は電力以外のサー

ビスを合わせて提供していくことを狙っている。）

• 電力に関しては、ほとんどのアフリカ諸国で送配電線の計画が

公開されておらず、電力需要などを想定してマイクログリッドを

構築することが難しい。

• 電化率が45%程度と低いサハラ以南のアフリカは、世界的に

最も経済的に貧しい地域とされ、ミニグリッド開発においても

国際ドナーによるファイナンスが多い状況。

• 民間セクターからの投資を呼び込むことで、規模を拡大していく

ことが課題。

事業展開フロー 市場拡大に向けた課題ミニグリッド事業の特徴

アフリカ市場の特徴 1：

ミニグリッド市場は黎明期

• アフリカ地域では未電化地

域におけるミニグリッドの開発

が始まっているが、市場はまだ

黎明期にあり、設備容量もア

フリカ全土でいまだ2.5MWに

満たない。（2019年現在）

• 資金源はいまだ国際ドナーな

どによる補助金が主で、それ

もここ数年、始まったばかり。

アフリカ市場の特徴 2：

低い電化率・電力需要

• サハラ以南のアフリカでは、

2000年以降GDPは4倍以上

に成長しているにも関わらず、

電化率は2017年でも45%と

低いまま。

対象国における

ミニグリッド関連制度の

整備

国際ドナーによる

資金の必要性

案件規模の小ささ

・不確実性

案件獲得

出所）Economic Consulting Associates, AMDA “Benchmarking Africa’s Minigrids”などをもとに作成

課題1

課題2

課題3

：特に大きいと想定される課題
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課題① 規模は大きくないミニグリッド1件1件に対して許認可に時間がかかるため、

ミニグリッドのデベロッパにとって負担となっている

マイクログリッド │ 現状課題と支援の方向性 ｜ アフリカ等のミニグリッド

◼ ミニグリッドの構築においては、発電・配電に関するライセンスや、電気料金に関する許認可等を取得することが必要だが、このプロセ

スに相当の時間がかかることが、ミニグリッドのデベロッパにとって負担となっている。

◼ 世界銀行は、アフリカの電化には今後14万のミニグリッド構築が必要と試算しているが、現状の許認可プロセスでは相当な時間がか

かることが想定される。

ミニグリッド開発の許認可に要する時間

出所）Economic Consulting Associates, AMDA “Benchmarking Africa’s Minigrids”などをもとに作成

注）データ取得の関係上、ナイジェリアの許認可に要する時間は⼀部のみ。
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冷熱では冷凍機やヒートポンプ、温熱ではボイラやヒートポンプなどの設備が導入される。

規模や地域特性などを踏まえて、複数設備の組み合わせで熱供給システムは構成される

熱利用・供給 │ 市場概観

工場・ビル単位 工業団地熱供給 地域熱供給

延床面積（目安） ~100,000m2 100,000m2～

熱利用の目的
• 工場のプロセスでの熱利用

• 空調 等

• 工場・事務所密集エリアにおける

効率的な熱供給による省エネや

CO2 排出量の削減

• 工場廃熱等の有効活用

• レジリエンス強化 等

• 建物密集エリアにおける効率的な

熱供給による省エネや CO2 排出

量の削減 等

主たる事業者ステークホルダー
• ビル・工場オーナー

• 不動産デベ

• 工業団地デベ

• 不動産デベ

• 自治体

• 不動産デベ

主な

導入設備と

主な日本企業

（目安）※

冷熱

ガス式

電気式

温熱

※）通常、エリアのニーズに応じて複数設備が組み合わされて導入されるため、延床面積によって、導入可能な設備が制限されるものではない

吸収式冷凍機

ヒートポンプ

ターボ冷凍機

ボイラ

荏原冷熱システム、

川重冷熱工業

三菱重工サーマルシステムズ

三菱重工冷熱

川崎重工業
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日本企業としては、熱供給事業者としての参入と、機器メーカとしての参入が考えられる。

特に日本企業は、国内での豊富な実績に基づいたノウハウ・知見が強みだと想定される

熱利用・供給 │ 市場概観

熱供給事業のスキーム

熱供給事業者

HPメーカ
ボイラー

メーカ

冷凍機

メーカ

熱供給対象施設・エリア

・・・

熱供給設備の運用

・熱媒の供給（・電力小売）

日本企業の参入ポジション 該当企業例

• 熱供給事業者としての参入

- ユーティリティとして、現地ユーティリティや熱供

給事業者と組み、集約型施設やエリアへの

熱供給事業を行う。

- 場合によっては、日系の重電・SIや、機器・設

備メーカと連携しながら、顧客に対する提供

価値を最大化することが想定される。

• ユーティリ

ティ

• 総合商社

機器納入 機器納入 機器納入

• 機器メーカとしての参入（機器売り）

- メーカとして、熱供給事業者に対して機器設

備の納入および保守を行う。

• メーカ

• 国内等での豊富

な事業実績に基

づいた事業運営ノ

ウハウ（契約・料

金回収スキーム

等）

• ASEAN現地プレー

ヤーとのコネクショ

ン

• 機器の品質の高さ

（省エネ性能な

ど）

日本企業の強み

日本企業としての参入ポジションと強み（仮説）
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NEDO実証を通じた英国・マンチェスターにおけるヒートポンプ導入による低炭素化の推進

熱利用・供給 │ 市場概観 ｜新たなトレンド ーヒートポンプの活用ー

マンチェスター市におけるスマートコミュニティ実証事業 概要 実証体制

出所）NEDO HP、NEDO Smart Community Case Study  よりNRI作成

• 日本側からは日立製作所、ダイキン工業、みずほ銀行が参画し、英国側の住

宅公社や地域配電企業と協力して実証実施

◼本実証は、 2014年度～2016年度の3年間で実施され、英国で大規模にヒートポンプが導入された初めての事例と

なった

◼また、導入したヒートポンプのアグリゲートによる利用可能性についても検証が行われ、英国の電力取引市場における

需給バランス調整能力として利用可能なレベルであることが確認された

• 実証の1テーマとして、550台のHP導入及び技術者の育成が実施された

• また、導入したHPをアグリゲートして得られる負荷調整能力について、英国の電

力取引市場における需給バランス調整能力としての利用可能性に関する実証

も行われた
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欧州全体として年々自然エネルギー熱の利用割合は増加している

熱利用・供給 │ 市場概観 ｜ 欧州における自然エネルギー活用

欧州各国の自然エネルギー熱利用割合の推移

出所）環境エネルギー政策研究所「欧州の第4世代地域熱供給とバイオマスエネルギー熱利用」

◼各国のエネルギー情勢に応じた設備提案が求められる

◼自然エネルギー熱割合の高い北欧では、バイオマスボイラが主要設備と考えられる
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旧ソ連各国では、インフラとして古くから地域熱供給が導入されており、

老朽化が進んでいるため、リプレースのニーズは大きい

熱利用・供給 │ 市場概観 ｜ 旧ソ連における地域熱供給の現状

◼特に、既存の設備構成での熱効率が低い場合も多いため、単なるリプレースではなく、熱効率向上のための設備構

成提案まで含めた提案が求められる

中央アジア東欧

• 中央アジア各国では、市街地中心部に発電所があ

り、地域熱供給が盛んであるが、老朽化で発電効

率が低下している

• 既存の設備では、ボイラーからの廃熱をそのまま供

給する設備が多いが、ガスタービンを組み合わせて

総合熱効率を向上することで、大幅な省エネが見

込める

• 中規模設備であれば中堅メーカーにも門戸が広がり、

リプレースにおいて日本の技術が⽣かせると考えられ

る

• バルト三国やウクライナ等では地域熱供給の普及

率が高い

• 旧ソ連時代のインフラとして導入された地域熱供給

システムの老朽化が進んでいるため、更新が必要と

されている

• ⼀⽅で、住宅では安価な天然ガスへの転換が進ん

でいることから、地域熱供給のシェアが低下している

国も多い

旧ソ連における地域熱供給の現状

出所）環境エネルギー政策研究所「4DH国際会議・視察報告」 、電気新聞 2015/11/25
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晴海アイランド地区では、エリアの活動を支えるエネルギーとして主に電気が利用され、

電気で利用可能なヒートポンプやターボ冷凍機が熱供給設備として導入されている

熱利用・供給 │ 日本企業が強みを持つ省エネ・新エネ技術 ｜ 国内における地域熱供給事業例（晴海アイランド地区）

熱供給事業者

東京都市サービス

（出資比率：伊藤忠エネクス（66.6％）

東京電力エナジーパートナー（33.4％））

熱供給エリア 晴海トリトンスクエア

供給施設 オフィス、商業施設、文化施設

延床面積 463,000 ㎡

就業人口 約2万人

居住人口 約5千人

供給開始 2001年

省エネ効果 41%減

地域熱供給の概要 導入設備

熱源設備

能力

台数冷凍能力

（USRT）

加熱能力

（MJ/h）

空気熱源ヒートポンプ

（熱回収型）

1,445 12,661 2

430 6,833 2

電動ターボ冷凍機 1,180 - 2

合計 6,110 38,988

蓄熱槽 能力 槽数

冷水槽 4,700 2

冷温水槽 4,700 2

温水槽 260 1

合計 19,060

供給施設概要

出所）日本熱供給事業協会 HP、 東京都市サービス HP
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豊洲埠頭エリアでは、豊洲スマートエネルギーセンターから熱と電気の効率的な供給を実現。

ガスコジェネにより発電した電力を供給し、その廃熱をエリアの熱供給に有効利用する。

熱利用・供給 │ 日本企業が強みを持つ省エネ・新エネ技術 ｜ 国内における地域熱供給事業例（豊洲六丁目）

項目 概要

熱供給事業者 東京ガス

熱供給エリア 豊洲埠頭エリア

供給施設 豊洲市場、オフィス・商業施設、住宅

延床面積 452,231 ㎡

供給開始 2028年

省エネ効果 CO2排出量約40%減‘（目標）

地域熱供給の概要 導入設備

熱源設備 能力 台数

ガスエンジンコジェネ 6,970kW 1

ガス圧力差発電 665kW 1

蒸気ボイラ 2.5t/h 4

廃熱投入型蒸気吸

収冷凍機
2,000RT 1

ターボ冷凍機 2,000RT 2

供給施設概要 エネルギー供給設備工事体制

事業者

プラント所有者 東京ガス

コンストラクションマネジメント 東京ガスエンジニアリング

設計・技術コンサルタント 共同企業体（梓設計、日建設計、日本設計）

施工

新菱冷熱工業（プラント設備）、清水建設（洞

道施工）、JFEエンジ（熱導管）、東ガスエンジ

（ガス圧力差発電）、ダイダン（ガスコジェネシス

テム）

設備納入 パナソニック産機システムズ（蒸気吸収冷凍機）

出所）日本熱供給事業協会 HP、 東京ガス HP
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みなとみらい21エリアにおいては、広い範囲への大量のエネルギー供給が求められるため、

熱源設備として電気式、ガス式の様々な設備を組み合わせている

熱利用・供給 │ 日本企業が強みを持つ省エネ・新エネ技術 ｜ 国内における地域熱供給事業例（みなとみらい21中央）

項目 概要

熱供給事業者

みなとみらい二十⼀熱供給

（出資比率：三菱地所株式会社（29.83％）

東京電力エナジーパートナー（19.73％）

東京ガス（19.73%））

熱供給エリア みなとみらい21エリア

供給施設 オフィス、商業施設、文化施設

延床面積 3,386,000 m2

供給開始 1989年

地域熱供給の概要 導入設備（センタープラント）

熱源設備 能力 台数

ターボ冷凍機

インバータ 5,400RT 1

電動 3,000RT 1

低温電動 2,080RT 2

蒸気タービン 8,000RT 2

吸収冷凍機（二重効用） 3,000RT 2

氷蓄熱槽 15,000RT 2

ボイラー

炉筒煙管 9.6 t/h 1

炉筒煙管 15.0 t/h 1

炉筒煙管 24.0t/h 1

水管 40.0t/h 2

コジェネシステム 2,000kW 1

供給施設概要

出所）日本熱供給事業協会 HP、 みなとみらい21熱供給 HP
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（参考）熱源系統図

熱利用・供給 │ 日本企業が強みを持つ省エネ・新エネ技術 ｜ 国内における地域熱供給事業例（みなとみらい21中央）

熱源系統図

出所）みなとみらい21熱供給 HP
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清原工業団地では、異業種である3企業の複数工場、事業所に対して、

一体で電気・熱供給を行う

熱利用・供給 │ 日本企業が強みを持つ省エネ・新エネ技術 ｜ 国内における地域熱供給事業例（清原工業団地）

項目 概要

熱供給事業者 東京ガスエンジニアリングソリューションズ株式会社

熱供給エリア 清原工業団地

供給開始 2019年

団地面積 387.6ha

供給施設 工場、事業所

供給先企業 カルビー、キヤノン、久光製薬

地域熱供給の概要 電気・熱の供給概要

熱源設備 能力

大型CGS 3万kW級

貫流ボイラ 45t/h級

太陽光発電 不明

導入設備
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◼ シンガポールのマリーナベイ地区は、シンガポール都市再開発庁（URA: Urban Redevelopment Authority）が埋立て造成した約

800万㎡の再開発地域である。URAはこの地区で世界最大の地下地域冷房システムを導入することとし、SP Groupと仏Dalkiaによ

り設立されたJVが地域冷熱供給を担う。

具体プロジェクト事例概要 － Marina Bay (Singapore)

熱利用・供給 │ 日本企業が強みを持つ省エネ・新エネ技術 ｜ ASEANにおける地域冷熱事業

Cooling plant operator
Singapore District Cooling Pte Ltd

(SP Groupと仏DalkiaのJV)

Chiller Provider 三菱重工・三菱商事

Target Developments
One Raffles Quay, Marina Bay Sands, Marina 

Bay Financial Centre

Chiller Plant location

1. One Raffles Quay

2. Bayfront Avenue

3. One Marina Boulevard

Target area size (pilot) 1.25 mn ㎡ (gross floor area)

Start of operations 2006

Energy Saving 80 GWh (>40%)

Source: Singapore District Cooling, MHI, Frost & Sullivan, Energy Market Authority, News Articles よりNRI作成

Project Overview Installed System

Underground centralized system

• Piping network (5km)

• Pumps (4.5℃ water, 1200 ㎥/h to buildings)

• シングル型冷水ターボ冷凍機1台（3MW/台)

• パラレル型冷水ターボ冷凍機4台（7MW/台)

• 光蓄熱システム 6基（コンパウンド型製氷ターボ冷凍機＋氷蓄熱槽）

（20MW/基)

※プラント冷水供給熱量151MW(42,943RT)

Urban

Redevelopment

Authority

Singapore District

Cooling

Mitsubishi Heavy

Industry

Commission

Supply Chiller
Developer

(One Raffles 

Quay, MBS, 

MBFC)

Government land tender mandates developers to use DC

Provides DC

DC: District Cooling

MBS: Marina Bay Sands

MBFC: Marina Bay Financial Centre

Business Scheme
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項目 概要

熱供給エリア・施設
タイ王国アユタヤ県バンパイン

テイジン（タイランド）社工場

供給開始時期 2020年7月（予定）

提供ソリューション内容
コジェネレーションシステムによる熱電供給（15

年間）

省エネ効果
稼働後15年間で約26万トンのCO₂排出量削

減（予測）

備考
環境省平成30年度「二国間クレジット制度資

金支援事業のうち設備補助事業」に選定

関西電力エナジーソリューションズ（タイランド）社（K-EST）は、

タイの日系企業工場に対しチラーやコジェネを利用した熱供給・熱電供給を展開している

熱利用・供給 │ 日本企業が強みを持つ省エネ・新エネ技術 ｜ ASEANにおける工業団地熱供給事業例

項目 概要

熱供給エリア・施設
タイ王国チョンブリ県

ソニーテクノロジー（タイランド）社工場

供給開始時期 2020年7月（開始済）

提供ソリューション内容
チラーシステムの計画設計、調達、施工、メンテ

ナンス、運用管理のワンストップ実施

省エネ効果
2021年の第2期導入後、1年間あたり約1,700

トンのCO₂排出量削減（予測）

備考
環境省令和2年度「二国間クレジット制度資金

支援事業のうち設備補助事業」に選定

ソニーテクノロジー社タイ工場向け熱供給事業（概要）

事業内容のイメージ

出所）関西電力プレスリリース内容より

テイジン社タイ工場向け熱電供給事業（概要）

事業内容のイメージ
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具体プロジェクト事例概要 － Punggol Digital District （Singapore）

熱利用・供給 │ 海外企業の動向 ｜ ASEANにおける地域冷熱事業（ENGIE)

◼ ENGIEは、シンガポールのPunggol Digital District（PDD）において、地域冷熱供給ネットワークを設計・運用し、再エネ導入と省

エネによるCO2削減を目指している（最新のグリーンマークプラチナ要件を満たすシンガポールで最初の地域冷熱プラントとなる予定）

◼ PDDには、IoT、AI、データ分析、サイバーセキュリティ、フィンテック（Financial Technology）、デジタルマーケティング関連のIT企業を

中心に誘致することで、オープンイノベーションのエコシステムを構築する最先端のエリアとなる予定

Cooling plant 

operator
ENGIE

Start of Operation 2023年

Target Developments Punggol Digital District 

Target area size 50 ha

Installed Capacity 105 MW（約30,000RT）

Project Overview Facilities in Punggol Digital District

1 Business Park 2 Residences 3 Market Village

4 Heritage Trail 2 Campus Boulevard 3
Singapore Institute
of Technology

Source: Engie HP、Punggol Digital District HPよりNRI作成
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発電 送電 配電 小売

PLNが所有・運営
 競争地域（ジャワ、バリ、スマト

ラ）では発・送・配が事業部門と

して分離されているが、非競争地

域では垂直統合型を維持してい

る。

PLNが所有・運営
 標準電圧：150kV－20kV－

220/380V

 競争地域（ジャワ、バリ、スマト

ラ）では発・送・配が事業部門と

して分離されているが、非競争地

域では垂直統合を維持している。

PLNが独占
 競争地域ではそれぞれの配電事

業部門が小売事業を行う。

 非競争地域では、9の地域支店

と2の地域子会社が垂直統合型

として展開

取引市場

電力取引市場は存在しない
 IPPの発電量は全てPLNにオフテイクされる。

規
制
機
関

エネルギー鉱物資源省（ESDM）
 概要：インドネシアのエネルギー政策を決定し、電力、ガス、石油、鉱業その他事業活動を監督、規制する機関。

 組織：担当大臣の下に、①石油ガス②電力・エネルギー利用③鉱業、地熱の３つの総局に分かれる。電力局の下に、電力プログラム監督局、企業活動監督局

などがある。

 役割：政策決定、政策施行、標準・規格等の決定、技術指導・評価など。

火力系のシェアが高く、再エネの
導入比率は低い。PLNの供給不
足をIPPが埋める構造

• 2016年時点での電源構成は

以下の通り

（※IPP以外はPLN-PLNのエリ

ア別子会社を含む-）

水力 3.6GW（7.0%）

汽力 19.5GW（38.4%）

ガス 3.2GW（6.3%）

コンバインド 9.2GW（18.2%）

地熱 0.6GW（1.2%）

ディーゼル 3.2GW（9.8%）

IPP 11.4GW（22.5%）

出所） 各種公開情報よりNRI作成

電力事業体制 ： インドネシア

ASEAN主要国の電気事業体制
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電力事業体制 ： シンガポール

ASEAN主要国の電気事業体制

出所） 各種公開情報よりNRI作成

発電 送配電 小売

30社が競合している
 ライセンスは30社に発給

 但し、6大電力でシェアは9割

 小売市場は段階的に自由化。
10MWh/月以上（2000年）

8MWh/月以上（2004年）

4MWh/月以上（2014年）

2MWh/月以上（2015年）

完全自由化（2018年11月）

 従来から非自由化対象需要家

への電力供給を担ってきたSP

Groupは規制料金での電力供

給を継続。需要家はSP Group

からの電力供給を引き続き選ぶ

ことも可能

 主なプレーヤー（2017年ｼｪｱ）
SP Services 35.5%

Keppel Electric 13.8%

Tuas Power Supply         13.6%

Seraya Energy                 12.2%

Senoko Energy Supply    11.6%

SembCorp Power            10.9%

PacificLight Energy           6.1%

取引市場

電力取引市場（NEMS : National Electricity Market of Singapore）は、
スポット市場と予備電力市場で構成されている
 The Energy Market Company Pte Ltd.が運営

 市場参加者は、①スポット市場からの調達、②相対契約での調達、③ SP

Services社を通じた規制価格での調達を選択可能。

 市場参加者（EMAのライセンスベース）は、発電会社15社、小売事業者30、

社、卸売事業者（調整可能な負荷サービス：DR）3社、卸売事業者（発

電）28社の合計76社。

規
制
機
関

エネルギー市場規制局（EMA）
 概要：2001年にエネルギー産業の自由化に伴い、電力とガス市場の規制と電力システムの安定性確保を目的として設立。

 組織；通産省傘下の法定機関（当該法定機関と所管省との関係を規定した個別法に基づき設置された法人。職員は公務員ではない。）。

 役割：電力、都市ガス、地域熱供給の規制を実施。

天然ガスが95%を占める
• 発電量ベースの電源構成

（合計50TWh）（2015年）

ガス 95%

石炭 1%

石油 1%

その他 3%

• 国土が狭く再エネ潜在力に乏し

い。1次エネルギーの殆どを輸入に

依存

発電会社の容量シェアは95%

 5%は自家発からの供給

 ライセンスは15社に発給

 主なプレーヤー：

Senoco Energy 3.3GW

YTL Power Seraya 3.1GW

Tuas Power Generation 

2.6GW

Keppel Merlimau Cogen

1.3GW

SembCope Cogen 1.2GW

PacificLight Poer 0.8GW

SP PowerAssetsの保有する設備をSP PowerGridが運営している
 系統運用者は、PSO（EMAの⼀部門）

 標準電圧：400kV－6.6kV

 SP PoweAssetsは、29,000kmの地中線を含む送配電設備を保有

 SP PowerGridは、SP PowerAssetsとPowerGasが保有する設備を運用
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電力事業体制 ： タイ

ASEAN主要国の電気事業体制

発電 送電 配電 小売

EGATが独占保有・運営
• 基幹系統：500、230kV

• IPP、SPP事業者によって発電され
た電力は、EGATに卸販売され、
EGATの送電施設を用いて送電さ
れる

MEA・PEAが独占保有・運営
• MEAが首都圏、PEAが地方へ配
電。

• MEA：高圧24、12kV、低圧380、
220V

• PEA：高圧33、22、19kV、低圧
400、230V

MEA・PEAがほぼ独占的に
小売

• MEAが首都圏、PEAが地方へ小
売。

• 過去、EGATの民営化の検討（後

に失敗）と共に小売供給の自由
化も検討されたが、2000～2001

年カリフォルニア電力危機を理由
に撤回。

• IPP・SPP等からはEGATがオフ

テーカとして電力を購入、配電事
業者・大口需要家に卸売り（販
売）

取引市場

EGATが送電、MEA・PEAが小売を独占しており、市場取引は行わ
れていない

• 現時点で電力取引所の存在は確認できない

規
制
機
関

エネルギー省（MOEN）
 EGAT、MEA、PEAを管轄。

国家エネルギー政策局（NEPO）
 発電に対する計画策定、投資促進、送配電における計画策定、投資促進、卸売価格規制等を担う

天然ガスが大幅増、7割を
占める

• 燃料別発電電力量：天然ガス
（69%）、石炭・褐炭（18%）、石油
（7%）、水力（6%）

• ミャンマーからの天然ガス輸入拡
大が要因

• ラオスから輸入が増加している石
炭も同様

EGATとIPP・SPPでシェア2

分。ただし、IPPの大半は
EGAT子会社が占める

• 事業者別発電電力量シェア：
EGAT（49%）、IPP・SPP（51%）、
PEA、DEDE（0.1%）

• IPP・SPPのシェアは高いが、統計
上EGATの子会社4社もIPPとに含
まれている
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発電 送電 配電 小売

EVN NPTが独占
 1994年に南北を縦断する500kV

送電線が完成し、北部～南部

の系統連携が実現。

 EVN NPTはEVN直轄の国営

送電会社。北部（PTC1）、中

北部（PTC2）、中南部

（PTC3）、南部（PTC4）の4

送電会社を2008年に統合して

設立

EVN関連会社が独占。さらにその
下にCommune配電事業者がい
る

地域も存在
 EVN傘下の配電事業者（PC）

が5社存在。地域独占型運営。

各社独立採算制で配電事業を

実施

 村単位での設備設計、施工、運

用、保守を、Commune事業者

が行う場合も

価格の規制が緩和

 EVN傘下の配電事業者5社が

基本的に実施。

 PCから電力供給を受けた

Commune事業者（電化組合、

地⽅自治体）が行う場合も

 かつてはEVNが定めた全国統⼀

の小売料金が使用されていたが、

2010年から各配電会社が予め

決められたキャップ

以下であれば交渉により価格を

決めることが出来るようになった

取引市場

電力取引市場は存在しない
 IPPの発電量は全てEVNがオフテイク

 卸・小売電力市場が導入予定も未だ実証段階

規
制
機
関

ERAV（電力規制局）
 2005年に商工省（MOIT）の下に設立。電力市場の規制、価格規制などを行なっている。政治の影響を受けない独立した委員会である。

 商工省はEVNの所有もしているため、ERAVの監督権との間で利益相反の関係となっている。

従来型電源が主体。2015年より
再エネ導入開始
 2015年から再エネの本格導入が

開始するもシェアは小さい

（2016年時点でディーゼルと

合算で5.8%）

 2016年時点で発電の主体は

水力（37.6%）、石炭

（34.3%）、

ガス（17.8%）

EVN系の発電子会社がシェアの
大半（61%、2016年）を保有。IPP・
BOTシェアは39%
 EVN系発電子会社は民営化を視

野に3社に分割されている

（Genco1～3）

 主なIPP事業者は国営2社。ベトナ

ム石油ガスグループ（PVN）とベト

ナム石炭鉱産グループ

（VINACOMIN）の2社（そのほ

かにも数社地場IPPが存在）

 外資IPPはBOTと呼ばれる

出所） 各種公開情報よりNRI作成

電力事業体制 ： ベトナム

ASEAN主要国の電気事業体制
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【ドイツGiZ】 ドイツでは、GiZが中心となり発展途上国におけるエネルギー供給整備から、新

興国における再エネ導入支援まで、幅広い範囲で対象国政府に対する支援を実施

諸外国の海外展開支援施策 ｜ GiZ

国際的なエネルギー

政策策定に向けた

支援

発展途上国における

エネルギー供給支援

エネルギー効率向上

に向けた支援

再⽣可能エネルギー

導入支援

• 開発政策における持続可能なエネルギー供給の向上を目的として、国際機関と政

策プロセスに関与

• 国際機関、イニシアチブとの協力について、ドイツ連邦省庁に助言

• 新興国との二国間エネルギーパートナーシップの締結に向けたドイツ政府の支援

• 国際エネルギー政策の発展に向けて、持続可能なエネルギー政策のための戦略検

討を支援する

支援概要

• ユーザーのエネルギー供給に適合したソリューションの普及支援

• 例：GiZの支援により、発展途上国において、1,000万台の効率的なストーブ

の製造と販売に成功（バイオマス利用の40%を削減し、環境負荷を軽減）

• エネルギーを利用する全分野において、エネルギー効率に関する枠組みを作成し、枠

組みを適用したい発展途上国当局等のパートナーに助言

• 各分野について、建築家、エンジニア、技術者、公務員を育成

• エネルギーシステムの変革、再エネのシステム統合において、パートナー国を支援

• 法規制の整備支援、規格の原案作成、再エネ導入促進メカニズムの設計と

実施、投資プロジェクトの計画づくり、再エネ導入に関する教育についてパート

ナー政府に助言

GiZによる提供支援概要

より高度な取り組み

に対する支援

政府

支援対象

民間企業

政府

政府
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米国では、USAID Clean Power AsiaがASEAN地域全体に対して、国家レベルでの

再エネの導入や温室効果ガス排出量削減に向けた制度設計の支援等を推進

諸外国の海外展開支援施策 ｜ USAID

Name • Clean Power Asia

Area • ASEAN

Timeframe • Five-year project (2016 – 2021)

Background
• A joint initiate by USAID and the ASEAN Centre for Energy to 

accelerate and transform the region with a high performing, low 

carbon power sector

Objective

The 4 objectives of the program are:

• Improve power sector planning: Establish national renewable 

energy targets and integrate them into development plans

• Fostering supportive policy frameworks: Analyze policy 

impacts, facilitate exchange of lessons across ASEAN nations

• Mobilizing finance and investment: Develop innovative 

business models and promote standardized practices to secure 

and reduce the cost of finance for renewable energy projects

• Promoting enhanced regional collaboration: Engage other 

international organizations like the International Energy Agency 

and the International Renewable Energy Agency for sharings

Lead 

Implementer
• USAID

Responsible 

Organizations
• USAID, Different governments across ASEAN

Project Overview

出所）Clean Power Asia, News Articles
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USAID Clean Power Asia： Improving Power Sector Planning

対象国政府に加え、再エネ開発者に対しても、FSや開発地検討等の計画段階から支援

諸外国の海外展開支援施策 ｜ USAID

◼ USAID Clean Power Asiaでは、電力部門の計画策定向上支援として、データ収集・資料化、再エネ活用における分析・計画作成

のサポート、更なる再エネ促進のためのステークホルダーとの調整を担っている

対象別支援概要 支援例

支援対象 支援概要

政府

• エネルギー部門と気候変動の戦略計画策

定

• エネルギーアクセス、地⽅の電化、エネルギー

安全保障等の政策問題分析

エネルギー

政策検討部門

• 再⽣可能エネルギーポテンシャルの技術的

な分析

• 再⽣可能エネルギーの目標設定とシナリオ

プランニングの策定

再エネ開発者

• プロジェクトの実現可能性調査の支援

• 太陽光、風力、その他再エネの開発地の

検討

支援対象国
再エネ

分析

再エネターゲッ

ト設定

RE Zones

の指定

グリッド統合

に向けた調査

地域の接続

性向上

ASEAN

カンボジア

ラオス

タイ

再エネポテン

シャル分析等

に用いるツール

提供

アセアン全体

で再エネ割合

23%以上の

目標設定

リソースの統合

とレジリエンス

計画を元にし

た目標を設定

RE Zoneを

指定

ASEAN系統

連系マスタープ

ラン研究

（AIMS）Ⅲ

の更新

RE Data

Explorer（再

エネ計画策定

ツール）の導

入・使用⽅法

の指導

よる高度な再

エネ分析のた

めのアプローチ

導入

Source: Clean Power Asia HP
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USAID Clean Power Asia：Fostering Supportive Policy Frameworks

再エネ導入に関する政策や規制、インセンティブ整備の支援により、再エネ投資を促進

諸外国の海外展開支援施策 ｜ USAID

◼ USAID Clean Power Asiaでは、地域全体のステークホルダーや専門家との定期的な知見、ベストプラクティスの共有機会を持ち、リ

スクを軽減しながら再エネ投資を促進する仕組みづくりを支援している

◼ また、パイロットプログラムの開発を奨励しながら、成功したプログラムについては広く共有し、再エネ導入のスケールアップを目指している

支援例

再エネ導入目標達成に向けて

政策と規制の合理化、主要なステークホルダーに対する

政策と規制の影響評価について技術支援を提供

政策、インセンティブ、規制の整備

分散型PVに

関する政策策定

競争力ある

調達の仕組み

作り

再エネ統合の

サポート

• ネットメータリングの導入、自己消費

政策の策定

- PV政策ホワイトペーパー

- 公益事業者と顧客への影響分析

等

• ソーラーパイロットオークションの実施

- 市場と規制の分析

- オークションデザイン

- オークションの実装

等

• テクニカル分析と規制検討

- PVプロジェクトの技術的接続要件

等

• ガイドラインとツール作成

-再エネプロジェクトの実現可能性

調査実施のためのガイドライン

等

支援概要

• タイ

• ベトナム

• フィリピン

• カンボジア

• ラオス

• ラオス

• フィリピン

• タイ

• ベトナム

支援実績国

Source: Clean Power Asia HP
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USAID Clean Power Asia：Mobilizing Finance and Investment

再エネ開発者や投資家に向けてファイナンス、投資段階での能力育成やアドバイザリーを実施

諸外国の海外展開支援施策 ｜ USAID

◼ 民間企業においては、再エネ投資意欲は高まっているが、規制やプロジェクトファイナンスの知識、資金調達の障壁によって、十分な

投資が妨げられている

◼ USAID Clean Power Asiaでは、現行の規制環境下で、民間ステークホルダーと協力し、再エネ開発者・投資家を支援している

民間企業向けファイナンス支援概要 支援例

支援 概要

ツールと

ガイドラインの整備

• 投資の意思決定とプロジェクト開発をサ

ポートする、投資ガイドラインや電力購

入契約のテンプレート、標準的な財務モ

デル等の整備

能力育成

• プロジェクトファイナンス、キャッシュフロー

分析、再エネプロジェクトの評価機能の

育成

ファイナンシャル

アドバイザリー

• ビジネスモデル、財務分析、電力調達、

資金調達構造、パートナーシップ、契約

資金調達に関するアドバイス

支援概要

タイにおける

ルーフトップPV導入

ベトナムにおける

PV導入

ラオスにおける

ソーラーパイロット

オークション

• 店舗のルーフトップPV導入の交渉にお

いて、タイの大手小売業者をサポート

• 大手独立系発電事業者に、PVプロ

ジェクトに適した資金調達構造について

助言

• PPA、コンセッション契約といった入札実

施において、政府と民間企業を支援す

る

風力発電協会

支援

• 地域の風力発電協会をサポートするた

め、世界風力会議（GWEC）とパート

ナーシップを締結

Source: Clean Power Asia HP
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USAID Clean Power Asia：Promoting Enhanced Regional Collaboration

官民に関わらず、地域全体での連携を促進し、全体としてエネルギーリテラシーを向上させる

諸外国の海外展開支援施策 ｜ USAID

◼ 公的機関、民間機関に関わらず、地域全体での連携を促進することで、再エネ導入に関する知見やリソースを共有し、ベストプラク

ティスを横展開するための基盤を構築する

対象地域全体のサポート

地域間連携・調整
•電力分野における計画と施策を改善し、再エネへ

の投資を促進するために、各国政府や地域の連

携を促進する

再エネに関する

知識向上

•政府、企業、家庭に重要な情報を提供し、エネル

ギーリテラシーを向上させる

Source: Clean Power Asia HP
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